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「産業保安のスマート化に関する海外動向調査等事業」について

■ 本事業の目的、背景

近年、プラント等において産業保安分野の事故は引き続き発生しているが、その背景には設備の高経年化、現場作業
員の高齢化などの問題があり、さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大や、自然災害が多発する中で、事業継続や産
業保安に関する対応が必要である。こうした中、経済産業省では、自主的に保安力を向上する企業に対して、ポジティ
ブ・インセンティブを付与する「スマート保安」を通じて企業の自主的な取組の高度化を図っているところ。

このような取組を通じて蓄積された技術力や経験を活かした国際貢献をするため、経済産業省では「産業保安のスマ
ート化に関する協力覚書」をタイ工業省との間で締結し、日本のスマート保安技術の海外展開の支援に取り組んできた。
また、中国とは、日中両国の産業保安分野に係る政府機関・非営利団体・企業等が参加するセミナー等を開催し、両
国間での産業保安のスマート化における協力を進めてきた。今後は、タイや中国等との間で政府間の連携関係を維持・
構築しつつ、諸外国のスマート保安の取組を把握するとともに、日本のスマート保安技術の海外展開の更なる促進を図
ることが重要である。

このため、欧米、アジア、中東のプラントや発電所の保安の維持・高度化のための取組について調査するとともに、
日本のスマート保安技術の海外展開の更なる促進のために必要な事業環境のあり方と実現方策の検討をすること等を
目的とする。

■ 本事業の実施項目

（１）産業保安のスマート化に関する海外動向調査（報告書【第一部】（p.2~））

（２）日中スマート保安セミナー開催に向けた事前調査（報告書【第二部】（p.67~））

事業報告書の構成
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１．はじめに
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「産業保安の国際展開に向けた研究会」について

１．２ 研究会の進め方

「産業保安の国際展開に向けた研究会」 構成員

＜ 座長 ＞ 高木 敏行 東北大学研究推進・支援機構 知の創出センター特任教授

＜ 委員 ＞ 青山 貴征 三菱ケミカル株式会社技術統括本部生産技術部 DX推進セクションリーダー

井川 玄 千代田化工建設株式会社理事 デジタルトランスフォーメーション（DX）本部 本部長補佐

小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科特任教授

佐久間 啓一 新コスモス電機株式会社海外本部長

相馬 知也 日本電気株式会社 AI・アナリティクス事業部シニアマネージャ

竹内 聡 出光興産株式会社 製造技術部システム企画課長

西口 尚宏
一般社団法人Japan Innovation Network代表理事

一般社団法人日本防災プラットフォーム代表理事

浜松 敏行 山九株式会社 プラントエンジニアリング事業本部 メンテナンス事業部 メンテナンス事業統括部長

日高 佳久 横河電機株式会社 エネルギー＆サステナビリティ事業本部 Co-Innovationセンター長

計10名

(敬称略・五十音順)

＜事務局＞ 株式会社三菱総合研究所
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「産業保安の国際展開に向けた研究会」の開催実績

１．２ 研究会の進め方

開催 実施日時 議題

第１回
2021年9月30日（木）
10：30～12：30

1. 開会
2. 「産業保安の国際展開に向けた研究会」の目的について
3. 研究会の進め方
4. 現状把握と将来予測
5. 今後の調査方針
6. その他
7. 閉会

第２回
2021年12月2日（木）
10：30～12：30

1. 開会
2. プラント産業の将来予測
3. 日本の産業保安企業が海外展開するために必要な取組
4. 国際標準化戦略の事例
5. 政府間協力の意義とあり方
6. 今後の調査方針等
7. 閉会

第３回
2022年1月20日（木）
10：00～12：10 

1. 開会
2. 本研究会の検討内容、プラント保安技術の将来予測
＜Ⅰ部 中国との連携について＞
3. 中国での安全生産行動計画及び産業ガス産業における安全管理の課題及びニーズの動向調査研究
4. 討議

＜Ⅱ部 アジア地域との連携について＞
5. 産業保安技術に関するギャップ分析、競合分析等
6. 日タイスマート保安コンソーシアムの活動状況
7. 日本防災プラットフォーム活動紹介
8. アジア地域への展開方法・戦略
9. 討議

第４回
2022年3月7日（月）
15：00～17：00

1. 開会
2. 研究会報告書骨子案
3. 産業保安技術に関するギャップ分析、競合分析等
4. アジア地域への展開方法・戦略・今後の取り組み
5. 閉会

すべてオンラインで実施
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２．プラント産業における現状把握と将来予測
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デジタル経済圏の台頭

2050年の世界を描く六つのトレンド

1. デジタル経済圏の台頭
2. 覇権国のいない国際秩序
3. 脱炭素を実現する循環型社会
4. 変容する政府の役割
5. 多様なコミュニティが共存する社会
6. 技術によって変わる人生

出所）https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/ecovision/20191011.html

２．２ 基盤技術予測

⚫2050年にかけて、プラットフォーマーなどが発行するデジタル通貨や、それにひもづく経済活動が拡大し、デジ
タル経済圏が形成される。世界中で形成されるデジタル経済圏は、物理的な制約を受けないため、急速に
成長し、企業の活動や個人の生活に深く根差すものとなることが予想される。

⚫物理的な制約を受けないため、これまでの国・地域のような現実空間中心の経済圏から、「プラント保安デジ
タル経済圏」のような、デジタル経済圏に近い価値観の経済圏に変化する。
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デジタル技術が人々の経済活動を変える

出所）https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/ecovision/20191011.html

２．２ 基盤技術予測

⚫2050年にかけて、日常生活やビジネスにおけるデジタル技術の役割はさらに拡大。2050年には経済活動
の５～７割でデジタル空間を利用（仕事については66%がデジタル空間を利用）。

⚫プラント運転・保安業務においてもAIやデジタルツイン、ロボット等のデジタル技術の活用が浸透。プラント現
場（実空間）における従業員の定型的な活動が大幅に減少し、遠隔監視制御や自律運転が主流になる。
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デジタルとライフサイエンスの融合

２．２ 基盤技術予測

⚫健康・医療・介護分野の新技術の大きな潮流として、「①生命維持からQOL重視へ」、「②治療から予防へ
（日常の健康管理を通じた発病や重症化の回避）」、「③分散から連携へ（健康～医療～介護データの
連携を通じたより精緻な予防・診断・治療の提供）」が進むことが見込まれる。

⚫プラントについても「①安全運転に加えて生産性向上へ」【現在】、「②不具合発覚後の修理から予兆の把
握へ」【先進的なプラント】、「③分散から連携へ（プロセスデータとメンテナンスデータの連携、EPCと
O&Mの連携等）」が進むことが見込まれる。

出所）https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/ecovision/20191011.html
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革新技術により人と社会を変革する「3X」

出所）https://www.mri.co.jp/knowledge/mreview/202102.html

⚫ 未来社会を構築していく上で、鍵となる要素（キーファクター）は2つある。

革新技術により人と社会を変革する「3X」と、人々が協調して新たな価値

を生む未来のコミュニティ「共領域」である。

⚫ 3Xは、デジタル・トランスフォーメーション（DX）、バイオ・トランスフォー

メーション（BX）、コミュニケーション・トランスフォーメーション（CX）であ

る※4（図1）。BXとCXは当社による造語だ。

⚫ DXは、AIやIoTといったデジタル技術とビッグデータの活用などを通じて、

社会に変革をもたらす。効率化・利便性の先にある豊かさを実現するととも

に、多様な価値を可視化、定量化させて連鎖させる効用もある。

⚫ BXは、脳科学や人と機械のインターフェースなどの進化を通じて、生命体

としての人間の能力を拡張させる。ゲノム解析によって一人ひとりに合わせ

た「テーラーメード医療」もその一つだ。培養肉やフードプリンターのように、バ

イオ技術などを駆使して地球環境の保全に貢献する食料の生産も促進す

る。

⚫ CXは、DXとBXの融合を通じて、時間や空間に制限されない新しいつな

がりを可能とし、コミュニケーションの量と質に大きな変革をもたらす。現在、

デジタル機器を介してやりとりできるのは聴覚情報や視覚情報が中心だが、

ハプティクス（触覚伝送）技術が発展すれば、圧力感覚などの情報も伝達

可能になる。脳波のサンプル分析から感情を読み取るような、感情可視化

ツールも発展していく。これまでアイデアでしかなかった「テレパシー」などが現

実になろうとしている。

２．２ 基盤技術予測

⚫3Xは、デジタル・トランスフォーメーション（DX）、バイオ・トランスフォーメーション（BX）、コミュニケーション・
トランスフォーメーション（CX）である。（※BXとCXは三菱総合研究所による造語）

⚫BXは、脳科学や人と機械のインターフェースなどの進化を通じて、人間の能力を拡張させる。より繊細な、あ
るいは事前登録していない新規のロボット遠隔制御が容易になる。
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未来のプラントの姿の仮説

２．３ プラントO&Mの姿

出 所 ） 千 代 田 化 工 建 設 株 式 会 社 提 供 資 料

⚫ ロボティクスを活用した次世代プラント操業において、プラント事業者においては下請業者、各ベンダー、官庁
等の関連ステークホルダーとのデジタルでの深い相互連携が一層進むと予想される。更に、DX化された企業
グループ同士での新たなデジタルビジネスが醸成される流れとなり、次世代のDigital Ecosystemが生まれる。

⚫ 人間主体のプラントオペレーションから、ロボティクス活用による無人オペレーションを行うプラント設計になる
ことは、プラント建設のためのコストやスケジュールが大幅に削減可能になり、カーボンニュートラル時代に向け
た画期的な新規プラント建設が進むと予想される。
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⚫ マスタープラント(運用の中核になる中央管理プラント)による遠隔統合制御

⚫ マスター工場に保安・保全要員が参集し、マスター工場がサブプラントを監視する。本社は本社で経営に関わるオペレー

ションを実施（生産調整等）。その前提となるリモート化が求められる。つまり、プラントオペレーション・保守・点検業務

の自動化が最大のポイント。リモートメンテナンスはクラウドを中心にベンダーなどがつながるのが大事。

⚫ 遠隔集中監視制御所の上に本社があり、そこにデータサイエンティストを配置する。そこでデータサイエンティストは業務遂

行するための生産計画を作成（現状、組立系の製造所では実現している）。

⚫外部委託者と信頼性構築

⚫ 従来の定型業務委託から、プラント事業者のオペレーションや保守点検業務を外部に委託できるようになってくると予想。

外部関係者との信頼性構築が重要な課題となる。

⚫ 外部委託にあたり、データの信頼性を担保する技術が必要となる（例：ブロックチェーン技術のようなデータ保全技術。

ただし、リアルタイム性が求められる）。事業者側で自らのニーズに応えたコンセプトを作り、世の中に宣言することが必要。

⚫無人化機械間（ロボット、ドローン）の協調性確立

⚫ 同じ石油精製プラントでも動きが違う。人が作っているので完璧に同じものはできない。外部環境の制御（風の流れや気

温の動き）によっても全く異なる。ロボットとドローン間の協調性が必要（そのためのルール整備が必要。例えば空飛ぶ

クルマについては検討が進んでいる）。

2050年のプラント保安の姿 －遠隔化、無人化、自律化－

未来のプラントの姿に関する委員からの主な意見

２．３ プラントO&Mの姿
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⚫ 【一次エネルギー市場】

⚫ COP26（2021年）の主要国・地域の温室効果ガス削減目標は、いずれの国・地域とも2050年～2060年でネットゼ

ロ。2050年頃には化石燃料（石炭・石油・天然ガス）の需要は大幅に減少し、再生可能エネルギーに需要が移行す

ると予想される。

⚫ 2030年頃は、石炭市場は半減すると予想されているが、石油・天然ガス市場は大きく変化していないと予想される。

⚫ 【石油化学市場】

⚫ 化学産業は生活に密着しているため、今後も引き続き需要は伸びると予想される。

⚫石油化学原料の需要は、脱炭素化に積極的な場合でも2020年から2050年にかけて約1.5倍に増加すると予想さ

れており、石油化学プラントの建設・更新・維持管理需要が増えると予想される。

⚫ 特にアジア地域の一次化学物質生産量は2050年まで増加し、他地域の合計に匹敵。

⚫ 一方で、サーキュラー・エコノミーが浸透すれば、化学製品需要が低減し、プラント自体の需要減となる可能性もある。

⚫ 日本国内では石油製品需要が減少していく中、合成燃料の早期商用化により、合成燃料を製造する技術を世界に先

駆けて我が国企業で確立し、海外各国へこうした技術や設備、それらの利用に係るノウハウ・知見等を展開することで、

世界における合成燃料に係る市場を獲得することに繋がる。

⚫ 日本国内の脱炭素化が進み、原油の輸入・精製量が減少した場合、石油化学原料不足が懸念される。合成燃料の早

期商用化は、石油化学原料の供給力の維持にも繋がる。

2050年のプラント産業需要予測－1次エネルギー、石油精製・石油化学市場の予測－

２．５ プラント産業における現状把握と将来予測のまとめ

（合成燃料とは、CO2（二酸化炭素）とH2（水素）を合成して製造される燃料である。この混合物は、複数の炭化水素化合物の集合体、いわば“人工的な原油”である。）

（2022年3月現在進行中の国際情勢は検討に含めない。今後の国際情勢の変化を受け、プラント産業需要予測・基盤技術予測・プラント将来像は変動する可能性がある）
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３. 産業保安技術に関するギャップ分析・競合分析
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⚫本調査で参考とした海外文献リストを以下の表に示す。

海外事業者に関する文献調査実施概要1/3

タイトル サイト名 著者 発行年月日 閲覧日 URL

Petrochemical Complex Mega Project Starts Up On 
Time

Chemical Processing Swarandeep Singh 2020/1/20 2021/12/20
https://www.chemicalprocessing.com/articles/
2020/petrochemical-complex-mega-project-
starts-up-on-time/

Savage Companies
Savage Companiesの企業公
式HP

－ － 2021/12/20
https://www.savageservices.com/industries/
https://www.savagesaudiarabia.com/services/

KBR Earns Three Year Extension on General 
Maintenance Services Contractfor
SATORP

KBRの公式HPニュースリリースより － 2019/5/3 2021/12/20

https://www.kbr.com/en/insights-
news/press-release/kbr-earns-three-year-
extension-general-maintenance-services-
contract

ABB(旧Asea Brown Boveri) ABB公式HP － － 2021/12/20 https://global.abb/group/en/about

ABB delivers range of vital systems for $20 billion Saudi 
chemical plant

ABB公式HP － 2012 2021/12/20
https://new.abb.com/oil-and-gas/case-
studies/refining-and-chemicals/sadara

How digitization and automation increase profitability 
for chemical and refining plants

ABB公式HP － 2019/12/17 2021/12/20
https://new.abb.com/news/detail/53695/how
-digitization-and-automation-increase-
profitability-for-chemical-and-refining-plants

ABB and CORYS sign MoU for digital collaboration ABB公式HP － 2021/12/2 2021/12/20
https://new.abb.com/news/detail/71461/abb-
and-corys-sign-mou-for-digital-collaboration

Sadara
World’s largest petrochemical complex ever 
built in a single phase

ABBプレスリリース － － 2021/12/21
https://search.abb.com/library/Download.asp
x?DocumentID=9AKK107045A4027&Languag
eCode=en&DocumentPartId=&Action=Launch

Corys Corys公式HP － － 2021/12/21
https://www.corys.com/en/petrochemical-
chemical-fertilizers

Tecnicas Reunidas wins three EPC contracts in Sadara 
complex

2B1st Consulting － 2012/7/20 2021/12/21
https://2b1stconsulting.com/tecnicas-
reunidas-wins-three-epc-contracts-in-sadara-
complex/

Kemya project-A large petrochemicals plant to produce 
materials for day to day use

Tecnicas Reunidas公式HP － － 2021/12/21
https://www.tecnicasreunidas.es/project/kem
ya-project/

Technip awarded contract for a substantial elastomer 
project in Saudi Arabia

Digital Refining － 2012/7/23 2021/12/21

https://www.digitalrefining.com/news/100104
2/technip-awarded-contract-for-a-substantial-
elastomer-project-in-saudi-
arabia#.YcE zmDP3IU

Vista Automation-
OIL & GAS AND PETROCHEMICALS - PROJECT LIST

Vista Automation HP － － 2021/12/21
http://vista-automation-me.com/project-list-
oil-and-gas-and-petrochemicals/

Vista Automation-Company Profile Vista Automation HP － － 2021/12/21
http://vista-automation-me.com/wp/wp-
content/uploads/Vista-Automation-Company-
Profile-2.pdf

３．１ スマート保安技術の競争力に関する調査全体像
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⚫本調査で参考とした海外文献リストを以下の表に示す。

海外事業者に関する文献調査実施概要2/3

タイトル サイト名 著者 発行年月日 閲覧日 URL

SIMENS-MAC Saudi Arabia SIMENS － － 2021/12/21
https://new.siemens.com/sa/en/company/to
pic-areas/digitalization/mac-saudi-arabia.html

Emerson Inaugurates New Facility in Saudi Arabia to 
Support Localized Innovation and Training

Emerson － 2018/1/17 2021/12/21
https://www.emerson.com/en-
us/news/automation/1801-dhahran

HONEYWELL OPENS FIRST RESEARCH AND TRAINING 
CENTER IN SAUDI ARABIA

Honeywell － 2012/10/15 2021/12/22

https://www.honeywellprocess.com/en-
US/news-and-events/Pages/pr-10152012-
honeywell-opens-first-research-and-training-
center-in-saudi-arabia.aspx

Saudi Arabia_Development Co operation Profiles OECD － － 2021/12/22

https://www.oecd-
ilibrary.org/sites/b2156c99-
en/index.html?itemId=/content/component/5
e331623-
en& csp =b14d4f60505d057b456dd1730d8f
cea3&itemIGO=oecd&itemContentType=chap
ter

Saudi Vision 2030
Government of 
Saudi Arabia

2016/4/25 2020/12/11 http://www.aii-t.org/PDF/SVpdf jp.pdf

Saudi Arabia lays out ambitious national AI strategy Gulf Business DAVID NDICHU 2020/10/21 2020/12/11
https://gulfbusiness.com/saudi-arabia-lays-
out-ambitious-national-ai-strategy/

Project Title: Integration of DCS, ESD and other Cabinets for 
Jezaan Refinery Project

Expertsarabia － － 2021/12/22 https://www.expertsarabia.com/automation/

３．１ スマート保安技術の競争力に関する調査全体像
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⚫本調査で参考とした国内文献リストを以下の表に示す。

海外事業者に関する文献調査実施概要3/3

タイトル サイト名 著者 発行年月日 閲覧日 URL

アジアの石油化学工業(2020年版)「サウジアラビア」 重化学工業通信社 － 2019/12/16 2020 －

サウジアラビア 製油所の日常保全業務
(雑誌名)
山九技報 Vol.24 2014

神田 若義 2014 2020/11/6 －

サウジアラビアの火力発電所向け制御システムを受注 横河電機ホームページ － 2010/9/29 2021/12/20
https://www.yokogawa.co.jp/news/press-
releases/2010/2010-09-29-02-ja/

子会社がサウジアラムコと戦略的購買契約を締結 横河電機ホームページ － 2012/10/8 2021/12/20
https://www.yokogawa.co.jp/news/press-
releases/2012/2012-10-08-ja/

住友化学とサウジアラムコのラービグⅡ計画で制御システムベンダーに選
定 _ 横河電機.pdf

横河電機ホームページ － 2012/10/22 2021/8/27
https://www.yokogawa.co.jp/news/press-
releases/2012/2012-10-22-ja/

サウジアラビアの大型複合火力発電所向け制御システムを受注 横河電機ホームページ － 2013/1/31 2021/12/20
https://www.yokogawa.co.jp/news/press-
releases/2013/2013-01-31-ja/

サウジアラビア初の超臨界圧火力発電所向け制御システムを受注 横河電機ホームページ － 2014/5/13 2021/12/20
https://www.yokogawa.co.jp/news/press-
releases/2014/2014-05-13-ja/

サウジアラビアの大型コンバインドサイクル発電所向け制御システムを2件
受注

横河電機ホームページ － 2015/3/2 2021/12/20
https://www.yokogawa.co.jp/news/press-
releases/2015/2015-03-02-ja/

世界大手総合化学メーカのサウジアラビア基礎産業公社（SABIC）と
戦略的提携

横河電機ホームページ － 2019/12/26 2021/12/20
https://www.yokogawa.co.jp/news/press-
releases/2019/2019-12-26-ja/

地域の人財育成や雇用に貢献（中東・アフリカ） 横河電機ホームページ － － 2021/12/22
https://www.yokogawa.co.jp/about/yokogawa/
sustainability/sustainabilityinfo/community/maa
frica/#New-tab

世界最大級の石油会社サウジアラムコ社よりサウジアラビア北東部ハラ
ダ・ハウイヤ地区におけるプラント通信システム構築を受注

NEC(NECネッツアイ) － 2018/6/29 2021/12/21
https://www.nesic.co.jp/news/2018/2018629.
html

３．１ スマート保安技術の競争力に関する調査全体像
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⚫海外企業を対象としたヒアリング調査概要を以下の表に示す。

海外事業者へのヒアリング調査実施概要

No. 企業業種 実施日 国・地域名 主なヒアリング内容

① 石油化学プラント会社 2021年11月17日
インドネシア（2社）

⚫ スマート保安に関する現状の取組み
（DX化推進状況）

⚫ 技術提供企業に対するニーズ
（期待する導入効果）

⚫ 欧米企業等と日本企業の違い
⚫ 日本政府や日本企業との産業保安に関する

連携への意向

② 製油会社 2021年11月25日

③ 石油ガス会社 2021年11月22日
インド（2社）

④ O&Mコンサル 2022年1月10日

⑤ 化学会社 2021年12月30日
台湾（２社）

⑥ 電力会社 2021年11月30日

⑦ 発電所 2022年1月28日

マレーシア（3社）⑧ 石油精製 2022年2月8日

⑨ 石油化学プラント 2022月2月10日

⑩ コンサル 2022年2月10日 中国（1社）

⑪ O&Mコンサル 2022年2月18日 サウジアラビア（1社）

３．１ スマート保安技術の競争力に関する調査全体像
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⚫海外事業者の概要を以下の表に示す。

海外事業者へのヒアリング調査実施概要

No. 企業業種 概要 国・地域名

① 石油化学プラント会社 自国内で唯一のナフサクラッカーを有し、全部門統合でDX推進計画策定。
インドネシア

② 製油会社 設備点検にIoT、センサー導入。2022年まで最重要施設を優先実施。

③ 石油ガス会社 国の政策下でカーボンニュトラルに積極的に取組む。
インド

④ O&Mコンサル
リスクマネジメントオペレーション、デジタル化、ESG対応のコンサルティング。
プラント(石油精製、化学、鉱山)を保有。

⑤ 化学会社
生産性向上、環境配慮、省エネ・脱炭素化に取組む。設備運転、保守にAI・
デジタルツインを導入。

台湾

⑥ 電力会社
発電所及び送電線設備の保守点検に、国と研究機関と連携してAI、ロボット、
ドローン活用に取組む。

⑦ 発電所
プラント遠隔監視システム、デジタルツイン(PI)構築。プラント点検にロボット、
ドローン活用。

マレーシア⑧ 石油精製 ドローン・ロボット・AIを活用し、一元化のモニタリングシステムで遠隔操作対応。

⑨ 石油化学プラント
オペレーションマネージャー・ドローン・ロボットを活用し、3Dプラントモデリングに
よりプラント詳細仕様確認。

⑩ コンサル インダストリーセーフティーと安全生産分野に関するコンサルティング。 中国

⑪ O&Mコンサル 設備点検は従来と異なる方法でスマート保安技術導入・活用に取組む。 サウジアラビア

３．１ スマート保安技術の競争力に関する調査全体像
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海外事業者へのヒアリング結果

３．２ スマート保安技術の競争力に関する調査結果

ヒアリングのポイント ヒアリングでの主な意見

◼ 【日本企業】
•日本技術は、最新で高精度・高信頼性な技術を有することでアジア諸国の中で優れており、
既に導入実績もあるため、技術的優位性がある。また、常に製品に係る研究開発や品質向
上に意欲的に取組み、更なる向上を目指す姿勢や企業文化が評価されている。
•一方、経営上の意思決定スピードが遅く、製品テストに多くの時間や労力を投入するため、
欧米に比べて製品開発が遅れる。日本技術に対する認知度が普遍的に低い状況にあり、
比較的に欧米の技術や最近は中国の技術(ドローン)や取組みを浸透している面が見られる。
◼ 【日本以外の海外企業】
•大局的なプラント運用にデジタル化と自動化を取り入れて設備の可視化、生産性向上を図
る。スピーディーな意思決定や迅速なサポート対応に加えて、現地への技術移転のシームレ
ス化、現地にエージェント配置などの体制整備に注力。
•一方、製品テストの不備に伴い、不具合や故障などの多発が指摘される。導入後に定期的
に複雑な更新やメンテナンスに高額な費用を要する点が指摘される。

◼ 日本との連携にメリットがあり、興味を示した企業が多数。一方で、日本での技術活用成
功事例の中で、自社の導入や適用に関心があるが、日本にどのような技術やサービスがあ
るか、それらの導入により自社にどのようなベネフィットがあるかが不明瞭の意見がある。

◼ 各企業の悩みや課題を解決できるサービスやソリューションに適した日本のスマート保安技
術や、安全性に関する日本の経験・ノウハウの共有、理解を深めたいというニーズが存在。
政府間を起点とし産学両方で基本的なコミュニケーションを重ねつつ、情報共有を図る必
要がある。

 欧米企業等と
日本企業の違い

 日本政府や日本
企業との産業保
安に関する連携へ
の意向
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2030年のプラント保安における日本企業の競合相手の予想

３．２ スマート保安技術の競争力に関する調査結果

⚫石油精製/石油化学セクターにおける競合相手の海外展開方策の予想

• 現状においてAI、デジタルツインの技術開発が先行し、自社プラントにて既に導入している石油メジャー各社やサウジアラム

コ等が、2030年頃には本研究会の調査対象国でもある海外ＪＶの展開先において自社で培った技術を導入することが

見込まれる。

• 中国やインド等の新興国では引き続き経済成長が見込まれ、それに伴い現地の石油化学企業やエンジニアリング企業が

国外ベンダー等と連携して既存技術の高付加価値化を進めながらローカルのプラントに適用することが予想される。これら

の技術は国外に展開することを想定している。

• AIやデジタルツインの開発には実データが必要であるため、自社データを持たないエンジニアリング会社は市場として有望な

インド等においてすでに共同開発を持ちかけており、このようなコネクションを足掛かりとした営業展開が予想される。

石油メジャー
【最新ノウハウを持つ海外オペレータ】

新興国（中国・インド等）
【自国オペレータ×国外トップベンダー】

エンジニアリング会社
または計装ベンダー【豊富な実績】

特徴 ⚫ 石油化学業界のトップランナーによるさらなるグ
ローバル展開

⚫ 最新技術と豊富な資本

⚫ 自国の需要に対応
⚫ 新規案件が多数
⚫ 既存技術の高付加価値化
⚫ 将来の海外展開も視野に

⚫ 技術力はあるが自社プラントがない
⚫ 魅力的な市場をターゲット
⚫ 現地企業や研究機関と連携を足掛かりに

とした営業展開

調査対象国におけ
る展開手法

国外自社プラント・国外JVでの実証 国外ベンダー企業との技術提携し自社プラ
ントで実証

展開先研究機関との共同技術開発

取組（例） ◆石油大手企業(蘭)×ソフトウェア企業(米)
ソフトウェア企業の技術導入により予測メンテナンス、エネル
ギーシフト、カーボンニュートラルを目指す。
◆石油大手企業(サウジアラビア)×石油大手企業(仏)
世界最先端の製油所を目指し合弁企業を設立。付加価
値を最大化し、信頼性とコスト効率の向上を目指す。サウ
ジアラビア石油大手企業が仏の石油大手技術者を招聘。

◆石油大手企業(中)×システムベンダー(独)
2016年にインダストリー4.0に関する戦略的パー
トナーシップを締結。システムベンダーがエンジニア
リングからオペレーションまでの包括的なソリューショ
ンを提供。3Dリアルタイムバーチャルリアリティ工場、
意思決定システム、メンテナンスシステム等、石油
精製プラントの自動化・デジタル化を推進。

◆エンジニアリング企業(韓)×大学(印)
世界レベルのAI、機械学習、データエンジニアリング
研究所をインドの大学内に設置。学生に最先端の
技術分野を研究し、現実世界の問題解決策を見
つけるのに役立つ機会を提供。人材育成や産学連
携を促進。

出 所 ） 過 年 度 調 査 、 「 シ ェ ル と マ イ ク ロ ソ フ ト の 戦 略 的 提 携 」 h t t p s : / / w w w . s h e l l . c o m / e n e r g y - a n d - i n n o v a t i o n / d i g i t a l i s a t i o n / n e w s - r o o m / s h e l l - a n d - m i c r o s o f t s - s t r a t e g i c - a l l i a n c e . h t m l 、 「 シ ー メ ン ス と シ ノ ペ ッ ク 潤 滑 油 は

石 油 化 学 分 野 で イ ン ダ ス ト リ ー 4 . 0 を 促 進 す る た め に 戦 略 的 パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 強 化 」 h t t p : / / w 1 . s i e m e n s . c o m . c n / n e w s _ e n / n e w s _ a r t i c l e s _ e n / 3 0 8 5 . a s p x 、 「 S a m s u n g 、 K L E 大 学 と A I / M L & デ ー タ エ ン ジ ニ ア リ ン グ ラ ボ を 設 立 」

h t t p s : / / a p a c n e w s n e t w o r k . c o m / 2 0 2 1 / 0 8 / s a m s u n g - s e t s - u p - a i - m l - d a t a - e n g i n e e r i n g - l a b - w i t h - k l e - t e c h - u n i v e r s i t y を も と に 三 菱 総 合 研 究 所 作 成
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項目 考えられるギャップ

技
術

全般

（共通）現地企業のニーズに即した提案において海外企業に劣る可能性がある。
（共通）技術移転や革新的技術領域における協業のニーズに応えられていない可能性がある。
（共通）既存の採用実績などベースとなる実績において欧米企業に劣る可能性がある。
（アジア・中国）最新の技術で、現地への適用可能でベネフィットのあるものに対するニーズはある。
（アジア）技術導入の容易さ、既存スタッフでの運用可能性が重要。
（中東）最新デジタルや点検技術で、高品質・安定性・信頼性が担保されるものに対するニーズはある。

製品・サービス
（共通）大局的なスケールによるシステムの運用において、海外企業に劣る可能性がある。
（共通）製品のアフターサービス面では、現地で迅速な対応やサポートが不足で劣勢になる可能性がある。
（アジア）製品テストに掛けるコストと製品不具合への許容度合いがバランス取れていない可能性がある。

設備保全
・運転管理

（共通）既存プラントのメンテナンスに一定程度の課題が確認されるが、日本の技術(国際基準に準ずる高精度
で高信頼性品質担保、安全制御システム、現場O&M人材スキルレベル高)がリードする可能性がある。

（共通）プラントの運用・メンテナンス面において、複合施設や大局な運用場面には、日本の技術がうまくリーチ
できていない可能性がある。

（中東）既存プラントに新技術を導入することよりは新しいデジタルプロセスと自動化を統合する新規プラント
設計を好む傾向がある。

環境

（共通）プラントの信頼性と生産性の両立を重視する。
（共通）脱炭素の潮流下で、カーボンニュートラルに資する再生可能エネルギーや、廃棄物管理や汚染への高

い関心が示される。日本技術がリードする可能性がある。
（アジア）サプライヤー企業へのリーチに関心がある。
（中東）デジタル化による環境排出量のシミュレーション、ソフトウェア標準化に関心がある。

ギャップ分析のまとめ（1/2）

３．３ スマート保安技術に関するギャップ分析・競合分析のまとめ

⚫ アジアでは、新規設備投資より既存プラントのメンテナンスに注力している面が強い。一方、中東では、新しい設計思想のプ

ラント導入に対する意欲が高い傾向がうかがえた（理由としては、中東では石油、石化事業の全ては国営企業が所有する

会社、或いは欧米スーパーメジャーと共同出資した会社であることから、既に先進欧米企業が持ち込み築き上げた先進国と

同じ企業基盤が存在していることが考えられる。）
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項目 考えられるギャップ

組
織

意思決定 （共通）決断スピードについては、想定される弱みはない。

現地化・
経営マネジメント

（共通）現地のビジネススタイルへの理解度において海外企業に劣後している可能性がある
（アジア）台湾はスピーディーなアフターサービスがより重要なファクターになっている。
（中国）現地とのコミュニケーションパスを提供し、相互理解の促進が急務である。
（中東）技術導入や移転に伴う産業現地化の波及効果として産業振興が期待される。

基盤整備
(人材確保・育成)

（共通）現地において専門性の高い人材育成・確保が課題とされている。特に現場人員の判断・操縦スキ
ルの向上に資する人材コンピテンシーが求められる。

（アジア）安定な雇用環境の創出が重要視されている。
（中東）若年層・女性への雇用促進にも需要がある。

基盤整備
(規制・制度)

（アジア）現地の法令の遵守への貢献もアピールポイントとなりうる。

互恵戦略
（アジア）現地に対する日本技術への理解促進・認知度向上がポイントとなる。
（中東）遠隔からの実務面や知識面への支援、サポートの整備がDX化の中での急務である。

そ
の
他

価格
（共通）必ずしも安価なものということではない。コストがネックになっている点に関して一部認識に齟齬がある。
（共通）欧米勢にも劣後している可能性がある。

メリット
（共通）DX導入される利点として事故未然防止、安全性と生産性向上、最終的にコスト削減に資する点

は理解されている。

政府間互恵 （共通）資金協力に関して、国内企業が想定するようなニーズは現地においては確認されていない。

その他 （アジア）台湾は特に共同での技術開発に関して関心あり。

ギャップ分析のまとめ（2/2）

３．３ スマート保安技術に関するギャップ分析・競合分析のまとめ
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３．３ スマート保安技術に関するギャップ分析・競合分析のまとめ

スマート保安技術における受入国への展開方向性

⚫アジア各国・地域を中心とした海外事業者（中国及びタイ、インドネシア、インド、マレーシア、台湾、サウジア
ラビア等）へのヒアリング調査及び国内関係事業者へのヒアリング調査を行い、ギャップ分析を行った。
スマート保安技術の海外展開先として、主にアジア、中国、中東の３つの展開方向性の整理を行った。
三者に共通する展開方向性は、今後更なる産業の競争力向上を見据えて、費用対効果を意識しながら、ス
マート保安技術を積極的に取り入れる姿勢である（投入コストより付加価値や効果を重視する事業者も存
在）。

「アジア」は、既存プラントをベースに、現地使用環境上の親和性、サポートの充実化を重視する。
➡現地文化・ビジネス慣行に即したシステムの導入。

「中国」は、政府間をはじめとした相互理解を促進し、日本技術やサービスの可視化・認知度向上が必要。
➡現地とのコミュニケーションパスの確立。

「中東」は、カーボンニュトラルに資する最新技術トレンドを取り入れたプラント全体の統合的な概念設計

を重視する。
➡プラント全体の包括的コンセプトの提案→具現化プロセス。
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4. アジア地域等への海外展開方法・戦略
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スマート保安技術海外展開戦略の類型化

⚫アジア地域等へのスマート保安技術の海外展開方法・戦略を検討する上で、海外展開のアプローチを類型化
する。（下表参照）

４．１ 海外展開方法の考え方

アプローチの類型 概要 例

①価格戦略 コストカットを行うなどにより製品・サービスを低価格で提供する。 低価格化

②品質戦略 個別技術力 高い品質の自社固有の製品・サービスを開発・提供する。 異常予兆検知技術

基盤技術 高い国内基盤技術と一体的なスマート保安技術として海外展開 汎用ロボット技術

③標準化戦略 国際標準の開発・策定を行う。 国際標準開発

④互恵戦略 政府間互恵 政府間レベルで共同での技術開発、産業育成、人材育成等を
行うことで便益を提供する。

政府開発援助

民間提携 利益を生み出すための民間企業・組織間の協業・連携（国
内・国外共に）を行う。

共同研究・合弁会社

⑤適応戦略 現地化 展開先の地域に受容されるように自社・製品等を現地ニーズに
合う形に変える。

現地法人設立・
現地向けマニュアル整
備

基盤整備 展開する技術を現地において利用しやすい技術となるよう、現
地の各種インフラ整備、規制の見直し、人材トレーニング等、現
地におけるビジネスの前提条件（所謂現地OS）を変える。

道路整備支援・
人材育成支援
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政府間協力の意義とあり方

４．３ 政府間協力の意義とあり方

⚫ 産業の海外展開は民間企業ベースで取り組んでいくことが基本ではあるが、戦略ストーリーで示した政府・省庁

の戦略構成要素等、政府や政府レベルので取り組みが有効な支援となる場合がある。以下にその例を示す。

①政府間レベルでの合意（相手国政府の調達基準・国内規制への働きかけ）

②相手国企業との民間交流の場の提供（セミナー・ワークショップの開催）

③海外への情報発信（フォーカルポイント）

取組パターン例 想定される効果

①政府間レベルでの合意
（相手国政府の調達基準・国内規制への働きかけ）

• 基準、相手国内の規制に関連する設備・機械を生産しやすいため、相手国市場への参
入が容易となる。

• 成功例となった場合、相手国内で水平展開しやすい。

②相手国企業との民間交流の場の提供（セミナー・ワー
クショップの開催）

• 日本と相手国の間に保安活動の進め方や文化的な考えの違いがある中、そうした違いを
踏まえた上での相手国のニーズを把握できる。また、日本技術の価値の共有を図ることが
できる。

• 共同研究・共同実証が実現し、その後の相手国内での市場開拓が容易となる。
• 双方の強みを生かした技術開発が実現し、他の発展途上国など世界市場での研究結

果の普及が図れる。

③海外への情報発信（フォーカルポイント） • 日本の技術の持つ強み・価値の共有を図ることができる。
• 日本技術に興味を持った海外各国・企業への、民間企業による技術支援のきっかけとな

る。
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４．４ アジア地域への展開方法・戦略のまとめ

今後取り組むべき要素（戦略ストーリー①～③の要素まとめ）
⚫ 今後の産業保安のスマート化の海外展開を図る上での取り組むべき戦略構成要素を示す。

実施主体 機能 具体的手法 達成目標

国内企業

⚫ 包括的コンセプトの提案 ⚫ 相手国・相手企業への提案 ⚫ 新しいプラントの包括的コンセプトを提案

⚫ 包括的コンセプトの評価基準策定 ⚫ 基準策定 ⚫ 包括コンセプトを具現化するための基準の策定

⚫ 包括的コンセプトの具現化 ⚫ 技術開発 ⚫ プラントコンセプトの技術的実現から、海外市場での優位性確立

⚫ 技術導入基盤整備 ⚫ 技術導入基盤整備 ⚫ 国内技術転化（現地人材・ビジネス慣行・文化対応）

⚫ 現地文化への対応 ⚫ 現地文化への最適化・技術開発 ⚫ 現地の使用環境にする丁寧なサポートを提供・導入後の保安サービスの充実化

⚫ 既存プラントレトロフィット技術（日本独自
のO&M技術・知見）

⚫ 技術開発・展開（日本独自のO&M技
術・知見の展開）

⚫ 日本国内のレトロフィット技術の海外展開による競争優位確保

⚫ 日本技術・サービスの可視化 ⚫ ソリューションマップ

⚫ 日本技術・サービスの総合技術カタログ化による海外市場展開

⚫ 欧米との競争力確保に向けた日本独自要素を対象国の評価基準へ反映

⚫ スマート保安技術発信の場を創出（フォーカルポイント）

⚫ プラントDX技術開発 ⚫ CBM・匠AI・遠隔監視制御技術 ⚫ グローバル競争力となる技術・ノウハウの蓄積

⚫ 日本の経験・ノウハウに基づくAI・プラット
フォームによるサービス提供

⚫ AI・プラットフォームの構築
⚫ サブスクリプションサービス

⚫ AI・プラットフォームの構築・提供

⚫ データ形式の標準化 ⚫ デファクト・デジュールスタンダード化 ⚫ 国内における故障率・匠O&Mデータ形式の標準化

⚫ サポート・コンサルサービス・維持管理
⚫ AI・プラットフォームのカスタマイズ

⚫ 現地教育

⚫ 現地化したAI・プラットフォームの構築・提供・維持管理
⚫ 現地ユーザー側がプラットフォームの更新を行う仕組みづくり・教育

日本政府・
経済産業省

⚫ 現地とのコミュニケーションパスの確立
（相手国企業との民間交流の場の提供）

⚫ インフォーマル意見公開の場の設定
（セミナー・ワークショップの開催等）

⚫ 現地のビジネス慣行も考慮した上での包括的なO&Mのコーディネートの場、現
地サポートの場の提供

⚫ 包括的コンセプトの共有
（政府間レベルでの合意）

⚫ スマート保安対話・MOC締結
⚫ 法体系の輸出

⚫ 包括コンセプト・価値観の国家間共有、日本国内技術の国家間共有・協力体
制の構築、スマート保安に関する法体系の輸出

⚫ データ形式の標準化
（コンセプトの共有・情報発信）

⚫ 安全技術外交
⚫ デジュールスタンダード化

⚫ 日本国内技術の国家間共有、協力体制の構築
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４．４ アジア地域への展開方法・戦略のまとめ

今後取り組むべき要素（戦略ストーリー①～③の要素まとめ）

⚫海外展開方法戦略について、主に３つの観点から検討を行った。

①スマート保安を含む新規プラントの包括的コンセプトの提案
➡プラント全体の新たな包括的コンセプトを提案し、その中にドローンやAIを用いたスマート保安技術を
パッケージ化して海外市場に展開する、EPC～O&Mを含む新規プラント建設需要（中東等）に対する
包括的アプローチ。

②既存プラントを最大限に活用するスマート保安サービスの提案
➡プラント個別のケースに適した形でドローンやAIなどを用いたスマート保安サービスを海外市場に展開する、
既存プラントの再利用需要（中国・アジア等）に対するO&Mの包括的なアプローチ。

③日本の経験・ノウハウに基づくAI・プラットフォームの提供
➡国内企業の持つ技術・ノウハウを反映したAI等を海外プラントに対して導入・展開し、日本技術発信で海外プ
ラントにおけるCBMの標準化・プラントの保安規格策定を目指す、戦略地域を中東向け・アジア向けのように対象国を絞ら
ず、対象国プラントの状況に鑑みて広くAI・プラットフォームの提供を図るアプローチ。

⚫政府レベルでの取組が民間企業の取組に対し有効な支援となる事例を示し、政府間協力の意義とあり方を検
討した。

(有効支援例)

➢国内企業の持つ技術と海外ニーズのマッチングや国内スマート保安技術発信、技術総合カタログ展開といった取組事例
➡相手国企業との民間交流の場の提供を目的とした、現地とのコミュニケーションパスの確立（セミナー・ワークショップの開催）

➢ 国内企業による、新規プラントの包括的コンセプトの提案・調達基準策定、既存技術の現地文化への対応といった取組事例
➡相手国政府の調達基準・相手国内規制への働きかけを目的とした、政府間レベルでの合意（スマート保安対話・MOC締結や法体系の輸

出）

➢国内企業による国内故障率・匠O&Mデータ形式と海外データ形式の標準化といった取組事例
➡日本国内技術の導入促進・展開を目的とした、日本技術の国家間共有・国際標準化・情報発信（安全技術外交・デジュールスタンダード）
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４．４ アジア地域への展開方法・戦略のまとめ

今後取り組むべき要素（戦略ストーリー①～③の要素まとめ）
⚫ 今後の産業保安のスマート化の海外展開を図る上での国・地域別の有効要素と取組例を示す。

共通：プラットフォームによるサービス提供、データ形式の標準化、サポート・コンサルサービス
現地とのコミュニケーションパスの確立、包括的コンセプトの共有、データ形式の標準化コンセプトの共有（戦略ストーリー③）

(取組例)
➢ 複数の国内企業（プラントエンジリニアリング・計装等）の協力体制の構築から国内共通故障率モデル作成
➢ 国内企業やコンサルによる故障率・匠O&Mデータ形式の標準化を目的とした、海外展開の座組の設置
➢ 政府による安全技術外交の場でデータ形式の標準化コンセプトについての国家間共有、共通化・情報発信

アジア：現地文化への対応、既存プラントレトロフィット技術、プラントDX技術開発（戦略ストーリー②）

(取組例)
➢ 国内AI・ドローン企業による、日本の匠O&M技術・知見を持ったドローン・AIの制作、海外販売
➢ 国内AI・ドローン・計装企業による匠O&M製品の海外サポート拠点設立、販売製品のDX保安サービスの充実化

中国：現地文化への対応、日本技術・サービスの可視化、既存プラントレトロフィット技術（戦略ストーリー②）

(取組例)
➢ 経済産業省による日中協力セミナー等、国内スマート保安技術発信の場を創出し、国内企業の持つ技術と中国ニーズのマッチングを行う
➢ 社団法人による日本企業技術・サービスの総合カタログ化や、技術ソリューションマップの中国への展開による技術・サービスの可視化
➢ 国内計装企業による中国プラントへのセンサー技術の展開

中東：包括的コンセプトの提案、包括的コンセプトの評価基準策定、包括的コンセプトの具現化（戦略ストーリー①）

(取組例)
➢ 複数の国内企業（プラントエンジリニアリングやEPC企業）の協力体制を構築し、DXと環境配慮（カーボンニュートラル）を組み合わせたプラント
包括的コンセプトの提供・具現化

➢ 国内プラントエンジリニアリング企業による、ロボットネイティブをプラントコンセプトとした海外プラント提供・設置

⚫上記取組例は各国の情勢・プラントオーナーの意向等により、他の国・地域にも有効な取組になりうるケースがある。
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５. まとめ
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５．まとめ

「産業保安のスマート化に関する海外動向調査」のまとめ（1/2）

有識者及び民間企業（プラントオーナー、エンジニアリング会社、計装機器メーカー、電機メーカー）を構成
員とする「産業保安の国際展開に向けた研究会」を開催し、プラント産業について2050年という長期的な将来
予測を行い、日本のスマート保安技術の競争力に関する調査等の結果を踏まえて、アジア地域等への海外展
開方法・戦略を取りまとめた。

◼2050年のプラント産業の将来予測（第２章）

⚫【一次エネルギー市場予測】 COP26の主要国・地域の温室効果ガス削減目標に従えば、2050年頃に
は化石燃料（石炭、石油、天然ガス）の需要は大幅に減少し、再生可能エネルギーに需要が移行。ただ
し、2030年頃は、石炭は半減するが石油・天然ガスは大きく需要が変化しないと予測される。

⚫【石油化学市場予測】 石油化学市場は生活に密着しているため、2050年にかけても引き続き需要は伸
び（2020年に比べて約1.5倍）、石油化学プラントの建設・更新・維持管理需要が増えると予想される。
（特にアジア地域）

⚫【2050年のプラント保安の姿】 遠隔化・無人化・自律化が浸透する。現在のプラント毎のオンサイト制御
から遠隔の中央管理所からの遠隔統合監視制御が主流になる。

◼日本のスマート保安技術の競争力に関する調査を踏まえた受入国への展開方向性（第３章）

⚫【アジア】 新規設備投資より既存プラントのメンテナンスに注力している面が強い。現地の文化やビジネス
慣行に即したシステムの導入、現地サポートの充実化を図る。

⚫【中国】 政府間をはじめとした相互理解を促進し、日本技術やサービスの可視化・認知度向上が必要。
そのために、現地とのコミュニケーションパスを確立する。

⚫【中東】 カーボンニュトラルに資する最新技術を取り入れたプラント全体の統合的な概念設計を重視する
傾向。プラント全体の包括的コンセプトを提案できるよう企業間で連携し、世界に先駆けて具現化する。
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５．まとめ

「産業保安のスマート化に関する海外動向調査」のまとめ（2/2）

◼アジア地域への展開方法・戦略（第４章）

⚫海外展開方法・戦略について、主に３つの観点から検討を実施した。

①スマート保安を含む新規プラントの包括的コンセプトの提案

→EPC～O&Mを含む新規プラント建設需要（中東等）に対する包括的アプローチ

②既存プラントを最大限に活用するスマート保安サービスの提案

→既存プラントの再利用需要（中国・アジア等）に対するO&Mの包括的なアプローチ

③日本の経験・ノウハウに基づくAI・プラットフォームの提供

→日本技術・ノウハウ発信で海外プラントにおけるCBMの標準化・プラントの保安規格策定を目指す、
対象国・地域プラントの状況を鑑みて広くAI・プラットフォームの提供を図るアプローチ

◼次年度以降の政府レベルでの取り組みの方向性（第４章）
政府レベルでの取り組みが有効な支援となる事例を示し、政府間協力の意義とあり方を検討した。

（有効支援例）

⚫相手国企業との民間交流の場の提供を目的とした、現地とのコミュニケーションパスの確立
（セミナー・ワークショップの開催）

⚫相手国政府の調達基準・相手国内規制への働きかけを目的とした、政府間レベルでの合意
（スマート保安対話、MOC締結や法体系の輸出）

⚫日本国内技術の導入促進・展開を目的とした、日本技術の国家間共有・国際標準化・情報発信
（安全技術外交、デジュールスタンダード）
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１. 日中スマート保安セミナー調査の目的
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◼ 調査目的

日中両国間における産業保安分野に係る政府機関・非営利団体・企業等の連携促進を図り、今後中国との間で政府間を

はじめ、関係機関との連携関係を維持・構築することが目的である。そのため、相互交流を兼ねたセミナー等の開催は、両国間

での産業保安のスマート化における協力を進める上で重要である。

そこで、本調査では、今後日中セミナーの円滑な開催に資する有益な最新情報を文献調査により調査・整理した。具体的に、

中国におけるスマート保安関連施策の最新動向を踏まえ、本年度の産業事故の事例調査・整理により産業保安分野での課

題把握を行った。【本報告書２章】

そして、今後日中セミナー開催の実現化に向けて、中央政府（国レベル）のみならず、地方政府（省レベル）での実施を

視野に入れて、各級政府における産業保安関連ステークホルダー関係性を体系的に調査し、アクセスポイントに留意して整理

する。なお、調査対象とする地方政府は、プラント産業が発展している５地域とした。【本報告書３章】

上記の調査結果を踏まえ、両国間の連携関係を構築・継続するとともに、産業保安分野のスマート化の推進を見据えた日

中セミナーの企画検討を行った。【本報告書４章】

◼ 調査項目

１．中国におけるスマート保安の最新動向の整理

２．中国産業保安関連ステークホルダー関係図の作成

３．日中スマート保安セミナーの企画オプション及び運営計画の整理（３ケース想定）

※１ケースは従来と同様な継続内容（基本ケース）の要素を含むものとした。

調査概要

１. 日中スマート保安セミナー調査の目的
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２．中国におけるスマート保安の最新動向の整理
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政策名称 公表年月 政策の内容

中華人民共和国消防法 1998年4月 火災を予防して国民の安全と財産を保護する基本法

中華人民共和国安全生産法 2002年6月 安全生産を促進して国民の安全と財産を保護する基本法

生産安全事故応急条例 2019年4月 安全生産を徹底するため国、地方、企業の責務を定めた条例

国家中長期科学技術発展計画（2006-2020
年）

2006年2月 2020年までの科学技術分野の全体的な発展目標を示す計画

中国製造2025 2015年5月 2025～2049年に製造強国となる製造分野の中長期戦略

第14次5カ年スマート製造発展規画 2021年12月 2035年までの製造業のデジタル・IoT化スマート製造発展計画

第14次5カ年国家応急体系規画 2021年12月 2035年までのスマート応急管理体系構築のための中長期計画

工業IoT安全業務の強化に関する指導意見 2019年7月 工業IoTの安全性と信頼性を高めて工業発展を図る政策方針

危険化学品の安全生産業務の全面的な強化に
関する意見

2020年2月 危険化学品の安全生産管理を全面的に強化する政策方針

“工業IoT＋安全生産”行動計画
（2021-2023年）

2020年10月 工業IoTと生産安全の融合を促進させるための3カ年行動計画

全国安全生産特別管理三年行動計画
（20200-2022年）

2020年4月 産業事故の減少と特別重大事故の撲滅を図る3カ年行動計画

国家安全応急産業モデル基地管理弁法
（施行）

2021年5月
各地の国家級安全産業モデル基地の整備を促進する管理弁
法

企業安全生産標準化の分級弁法 2021年11月 企業の安全生産標準化管理を三級に分類して実施する弁法

中国政府スマート保安に関する主要な法令・施策の概況

２．１ 中国政府におけるスマート保安に関する施策の概況

⚫ 中央政府が公表したスマート産業保安を支援する関連政策を以下のとおりまとめた。
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2021年における産業事故の概要/プラント関連事故の種別

２．２ 2021年産業事故の概要及びその対応状況

⚫ 工場プラント関連事故（98件）の種別を整理すると、主に火災、爆発、ガス・化学品の漏出が多くを占めている。
⚫ また、これらの複合的な事故も多発している。現場人員の作業安全に関する事故の発生件数は少ないものの、作業

員の高所墜落や閉じ込め事故が発生している。

中国の工場プラント関連事故の種類別（2021年度）

火災や危険物質

の漏洩事故

現場人員の

作業安全

[件]

出所）中国労工通讯ウェブサイトの公開情報をもとに作成
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2021年における産業事故の概要/プラント関連事故の地域分布

２．２ 2021年産業事故の概要及びその対応状況

⚫ 工場プラント関連事故（98件）の発生場所は広東省（11件）、浙江省（8件）、遼寧省（8件）、江蘇省
（7件）などが多い。これらの地域では、中国のプラント産業が盛んであり、工場が集積する地域である。

中国の工場プラント関連事故の地域別発生件数

[件]

事故多発する地域は、プラント産業

が発展している地域と一致
出所）中国労工通讯ウェブサイトの公開情報をもとに作成
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2021年のプラント関連事故の事例調査

２．２．2021年産業事故の概要及びその対応状況

出所）中国労工通讯ウェブサイト等の公開情報をもとに作成

⚫ 2021年度に中国で発生した工場プラント関連事故98件のうち、以下の事案（ガス・危険化学品の漏洩による爆発および有毒物
の吸引による作業員の中毒事故）を抽出し、事故の対応状況に関する事例調査を次頁以降に示す。

No. 企業名 事故日 概要 対応状況

1 浙江邁基科新材料
有限公司

2021年7月3日 化学材料製造工場の地下の排水貯蔵
池の清掃作業中に有毒ガスが発生。吸
入した作業員3人が死亡、2人が重傷。

地元政府の応急管理局による現場調
査が行われ、企業の法人代表者および
現場責任者が逮捕、刑事責任を追及。

2 湖南邦普循環科技
科技有限公司

2021年1月7日 寧徳時代（CATL）集団企業で湖南
省寧郷市のEV用バッテリー生産工場で
爆発が発生、1人が死亡、20人が負傷
した。

地元政府の応急管理局により工場の
生産停止命令が出され、安全生産管
理体制の検査が行われた。その後生産
を再開している。

3 天津捷喜愛自動車
部品有限公司

2021年1月14日 自動車部品工場の塗装工程でガス漏れ
に引火して爆発が発生し、1人が死亡、
7人が負傷した。また、673万元の経済
損失が発生した。

地元政府の応急管理局による現場調
査が行われ、企業法人および法定代
表者、その他幹部に罰金の行政処罰
が科された。

4 天津広聚源紙業集
団有限公司

2021年6月18日 工場内の中水タンクの排水パイプの溶接
作業中に爆発が発生。3人が死亡、2人
が重傷、1人が軽傷を負った。直接経済
損失額516万元。

地元政府の安全監督管理部署による
事故調査が行われ、企業代表者以下
12人が罰金および刑事責任追及で身
柄拘束された。

5 河南宇鋭化工科技
有限公司

2021年3月31日 設備改造作業中に塩化パラフィン反応
窯と冷却器の連結パイプが破裂。塩素ガ
スが漏出し吸入した2人が死亡、11人が
重軽傷。

地元政府の安全生産管理部署による
事故調査が行われ、化学企業に向け
て危険化学品安全管理の緊急通知が
出された。
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３．中国産業保安関連ステークホルダー関係調査
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出所）中国政府の公開情報をもとに作成

中央政府における産業保安に関連する管理部門・体制

３．１ 中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務

• 中国は最高意思決定機関である全国人民代表大会の下に最高行政機関である国務院が設置されている。国務
院は構成機関、直轄機関、直轄事業単位等により組織されているが、そのうちの37の構成機関と直轄機関により
組成された国務院安全生産委員会がある。

• 1985年1月3日に「国家安全生産委員会」が設立された。工業情報化部はその構成機関の一つである。2018
年、国務院安全生産委員会の構成調整に関する国務院弁公庁の通知では、国務院安全生産委員会事務局が
応急管理部に置かれることが規定された。

• 国務院安全生産委員会の主な責務は以下の通り：
・国務院の指導のもと、国家の安全生産活動の研究と展開、指導と調整を担当する。

・国の安全生産に関する主要な指針・政策を検討・提案する。

・全国の安全生産状況を分析し、安全生産業務の主要な問題を研究し、解決する。

・年間安全生産管理評価指標を確定し、発行する。

・石炭産業の安全生産に関わる規制、主要政策、基準を研究・提案し、石炭産業の安全管理および科学技術進歩などの基本作

業を強化するよう推進・指導し、関連問題点の調整・解決にあたる。

・国務院が指定するその他安全生産に関する業務を履行する。

• 産業保安に係る国の政策は、国務院の基本方針に基づき、工業情報化部と応急管理部が所管部署となっている。
応急管理部は、2018年3月の国務院の機構改革の際に、危険化学品管理条例に基づく安全監督管理などを所
管していた国家安全生産監督管理総局を廃止して、新たに設置された国務院の部レベル組織である。

応急管理部は2015年の天津の化学工場爆発などの重大産業事故や洪水、地震の相次ぐ発生を背景として、

国の災害対応力の向上を重要な任務として設置された流れがある。

• 工業情報化部は、国の製造業分野の発展政策を所管し、製造業のデジタル、DX化対応やIoT活用によるスマー
ト製造、スマート保安は工業情報化部が主に所管する。







Copyright © Mitsubishi Research Institute 111

中央政府における「国務院安全生産委員会」と「国家応急管理部」の組織概要

３．１ 中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務

管理部門 主な役割分担

工業情報化部

1.産業界と通信業界の安全生産管理の強化を指導する。 産業界の開発計画、政策・規制、基準・規範などにおいて、安全生
産を統合的に考慮する。 工業化と情報化の深い統合を推進し、企業の本質的な安全レベルを向上させるよう関連業界を指
導する。

2.通信産業における安全生産の監督管理、通信施設の建設、民間航空機・民間船舶の製造に責任を持つ。 安全生産事故の
緊急連絡を指揮・調整する。

3. 民間の爆薬の生産、安全監督および管理の販売を担当する。
4.危険化学物質の製造・貯蔵について、法令に基づく業界計画を担当する。 道路用自動車生産企業および関連製品への参入

許可を厳格に管理する。

応急管理部

1.安全生産ガイドラインとポリシーを策定し、国家安全生産計画の作成を組織する。 安全生産に関する法律・規則の草案作成、
安全生産に関する国内作業を指導・調整する。

2.労働安全の包括的な監督と管理、法律、指導と調整、国務院の関連部門と地方政府の仕事の安全性に応じて労働安全の
国家包括的監督と管理の行使のための責任を負う。

3.工商部門の安全生産監督管理を担当し、工商生産・運営部門の安全生産法規の実施とその安全生産条件、関連設備、材
料、労働保護物資の安全生産管理を監督・検査する。 工業・貿易部門の中央企業の安全生産の監督・管理を担当する。
また、海洋石油生産の安全性に関する包括的な監督・管理を行う。

4.危険化学品の安全生産の総合的な管理を担当し、花火と爆竹の生産と運営の監督と管理を担当する。
5.全国の消防業務を監督・管理し、地方の消防監督、火災予防、消火業務を指揮する。
6.関連業界の安全生産法規、標準を整備し、その実施を監督し、関連業界の企業の標準的な安全生産、安全予防管理シス

テムの構築を指導監督する。
7.全国の安全生産検査と特別検査、特別是正などの業務を整理・調整し、法律に従って安全生産事故の調査・処理を整理・指

導し、事故調査・処罰と説明責任の遂行を監督する。
8.緊急計画システムの構築を指導し、事故・災害の段階的対応システムを確立・改善し、安全生産事故に対する国家緊急計画

および安全生産特別緊急計画の作成を組織し、その訓練を組織・実施する。
9.各地方の関連部門に対し、安全生産関連突発事件の対応策を指導する。また、安全生産突発事件の緊急救助作業の調整、

指導を行う。さらに、全国の安全生産緊急救援体制を構築する。
10. 危険化学品、花火、金属製錬等の製造・操業部門における主担当者及び安全生産管理者の知識・管理能力の評価を指

導・監督する。
11.国務院安全生産委員会の日常業務と国務院安全生産委員会事務局の主な業務を引き受ける。

A

B
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出所）中国工業情報化部公開情報（ht tps : / /www.mi i t .gov .cn/ jg s j /aqs/ jg zz/a r t /2020/ar t_9e78b232727a41a6b04858b f171c6ee2 .h tml ）をもとに作成

「国家工業情報化部」における安全管理司の主な責務

３．１ 中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務

NO. 構成メンバー 主な役割分担

① 安全生産司

1.工業と情報通信産業が生産安全管理を強化するよう指導する。

2.民間火薬業界の計画、政策、基準を策定し、その実施を組織する。 また、民間火薬類の行政許認可を担当

する。 法令に基づき、民間火薬類の製造・販売安全に関する監督を行う。

3. 民間航空機、民間船舶の製造安全監督・管理を担当する。

4.産業と情報技術分野における安全・応急科学技術成果の推進を調整・指導する。また、主要産業が隠れた危

険を調査・管理するよう指導し、重大な生産安全事故の調査・処分に参画する。

5.安全・応急産業の発展を調整し、応急産業発展のための調整機構に関する業務を行う。

6.工業情報化部内の安全生産業務を調整し、所轄各事業者が安全生産管理を強化するよう指導する。

7.化学兵器禁止条約の国内実施の組織と調整に責任を持ち、化学兵器禁止条約実施のための国内事務局の

日常業務を担当する。

A
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「国家応急管理部」における産業保安関連部署と主な役割分担

３．１．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務

出所）中国応急管理部の公開情報（ht tps : / /www.mem.gov.cn/ jg / ）をもとに作成

NO. 構成メンバー 主な役割分担

①
危険化学品安全監
督管理第一司

• 化学工業（石油化学工業を含む）、医薬、危険化学品の安全生産に関する監督管理を行い、関連産業の生産部
門が法律に従って安全生産に関する法律、規制、基準を実施することを監督、検査する。

• 不法薬物の製造に利用しやすい非医薬品の製造・運用の監督・管理を行う。

②
危険化学品安全監
督管理第二司

• 化学工業（石油化学工業を含む）、医薬、危険化学品事業の安全の監督管理、花火製造・操業、石油採掘の安
全の監督管理を行い、関連産業の生産・操業部門が法律に従って安全生産法律、規則、基準を実施することを監
督・検査する。

• 危険化学品安全に関する総合的な監督管理、危険化学品カタログの作成および国内危険化学品登録の整理・指導
を行う。 ・海洋石油生産の安全性に関する包括的な監督・管理を行う。

③
安全生産法執行・工
業貿易安全監督管
理局

• 冶金、非鉄、建築材料、機械、軽工業、繊維、タバコ、貿易、商業、その他の工業・貿易産業における安全生産の基
本および法執行作業を行う。

• 関連業界の安全生産法規・基準を制定し、関連業界の安全生産標準化および生産・操業単位の安全予防・管理シ
ステムの構築を指導・監督し、法律に基づいて生産安全法規・基準の実施を監督・検査する。

• 生産安全法執行の包括的な業務を担当し、法執行計画の作成、法執行チームの構築、法執行の標準化を指導する。

④
安全生産綜合調整
司

• 法令に基づき、専有の安全生産部署のある産業や分野での安全生産の管理を指導・調整・監督する。
• 国の安全生産検査、特別検査、特別是正作業を組織・調整する。
• 安全生産検査と評価を組織し、実施する。

⑤ 計画財務司

• 国家緊急事態の対応体制の構築、安全生産、総合防災・減災計画を作成し、その実施を組織する。
• 関連する経済政策を研究・提案し、重要な緊急プロジェクトや避難施設の建設を推進する。
• 応急管理部の予算、財務、設備・資産管理、内部監査業務を担当する。

⑥ 科技と情報化司

• 応急管理および安全生産のための科学技術および情報技術の構築を担当する。
• 情報伝達経路を計画し、自然災害情報資源へのアクセスと共有のための仕組みを改善する。
• 関連する科学技術計画・プランの策定とその実行を組織する。

B
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「国家級安全産業モデル園区」の発展概況（1/2）

出所）中国政府の公開情報（ht tp : / / swt . j l . gov .cn/smaqz l /202012/P020201221348445356924 .pd f ) をもとに作成

⚫ 中国では、スマート産業保安の発展を推進するため、国家安全産業モデル基地管理弁法に基づき、「国家級安全
産業モデル重点園区」の建設に取り組んでいる。2013年から各地域において建設・設置が始まり、2020年までに
30か所に拡大している。

No. 園区名称 地域 主な発展分野

1 徐州安全科技産業園区 江蘇省 鉱山、危険化学品安全、建築消防、公共安全、民生、交通安全

2 合肥高新区安全産業園区 安徽省 交通安全、鉱山、火災安全、電力、情報セキュリティ

3 中国北方安全（応急）スマート装備産業園
区

遼寧省 鉱山安全設備製造を主とし危険化学品、交通運輸安全製品

4 済寧ハイテク区安全産業モデル園区 山東省 応急救援、鉱山安全、安全救援車両、安全サービス

5 広東・香港・マカオ グレーターベイエリア（南
海）スマート安全産業園区

広東省 スマート保安、スマート製造防災設備、安全サービス、新型安全材料、情報
セキュリティ、車両専用安全設備

6 西安ハイテク区安全産業モデル園区 陝西省 鉱山、消防、交通、電力を主、情報セキュリティ、危険化学品等

7 株洲ハイテク区安全産業モデル園区 湖南省 軌道交通、航空、新エネ自動車、情報セキュリティ

8 長江デルタ（如東）安全産業園区 江蘇省 個人防護装備を主、先進安全材料、検査設備、応急救援設備等

9 長春経済開発区安全産業園区 吉林省 自動車安全設備を主、スマート事故防止、安全サービス

10 温州安全（応急）産業園区 福建省 スマート電気安全設備、応急医療物資、スマート消防設備

11 華南（肇慶）安全産業園区 広東省 工業安全設備、環境保護製品、車両安全設備、安全サービス

12 西部安全（応急）産業基地 重慶市 軍の工業技術を応用した応急装備を主

13 中関村科技園区豊台園区 北京市 応急通信、個人安全防護装備

14 河北懐安工業園区 河北省 公共安全、国際化防災サービス、ワンストップ安全製品調達

15 煙台経済技術開発区 山東省 海上応急観測および救援装備、自然災害観測警報システム等

中国国家級安全応急産業モデル園区の基本状況

３．２．地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要
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「国家級安全産業モデル園区」の発展概況（2/2）

出所）中国政府の公開情報（ht tp : / / swt . j l . gov .cn/smaqz l /202012/P020201221348445356924 .pd f ) をもとに作成

⚫ 中国では、スマート産業保安の発展を推進するため、国家安全産業モデル基地管理弁法に基づき、「国家級安全
産業モデル重点園区」の建設に取り組んでいる。2013年から各地域において建設・設置が始まり、2020年までに30
か所に拡大している。

No. 園区名称 地域 主な発展分野

16 随州市安全産業園区 江蘇省 応急専用車両製造

17 貴陽経済技術開発区 貴州省 特殊救援装備、救援専用車両、応急救援サービス

18 中海信創産業城 広東省 工業IoT応急システム、安全サービス

19 徳陽市安全産業園区 四川省 インフラ安全検査、監視警報システム、非常用発電、低空救援等

20 撫順経済開発区 遼寧省 消防、鉱山、石油化工、航空等の分野の応急救援装備

21 長沙ハイテク区安全産業モデル園区 湖南省 建設機械、建築安全、災害時通信設備

22 福建龍州工業園区 福建省 緊急電源車両、大型排水ポンプ車、衛生通信設備車両、ロボット

23 新疆ウルムチ工業園区 新疆区 安全生産装備、応急医薬、電子情報安全、環境エネルギー安全

24 唐山市開平応急装備産業園区 河北省 鉱山観測警報システム、建設工事安全応急装備

25 包頭装備製造産業園区 内蒙古区 重車両装備、新エネルギー、鉄道、建設機械装備

26 常州溧陽経済開発区 江蘇省 事故防止製品、救援処置製品、スマート応急製品、防護材料

27 浙江舟山自由貿易試験区 浙江省 海上救援、海底ケーブル、スマート安全製品

28 江山経済開発区 浙江省 消防応急装備

29 赤壁ハイテク区安全産業モデル園 湖北省 応急交通救援、消防救援処置製品、応急救援サービス

30 延安ハイテク区安全産業モデル園 陝西省 エネルギー、化学工業応急装備

中国国家級安全応急産業モデル園区の基本状況（前頁から続き）

３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要
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①山東省 地方政府における産業保安関連部署の組織・所掌業務概要

３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

経済効果、社会的効果・地域振興効果

重点的発展分野

主要企業

✓ 2021年現在、済寧ハイテク開発区には160社以上の安全産業関連企業があり、生産高は80億人民元にのぼる。

✓ 鉱山安全：鉱山安全設備製造業を基礎とし、鉱山関連モノのインターネット技術と設備を主な発展方向とし、鉱山安全設備のグレードと技術レベルを向上
させ、鉱山安全設備のハイエンド開発を強化することに注力している。

✓ 災害救助：重機製造と緊急通信技術を基礎とし、緊急救助機器製造業における情報技術の応用を主な発展方向とし、緊急救助機器と緊急通信保障
機器との二大分野を中心に技術開発する。

✓ 交通安全：北斗衛星測位技術と光電保護技術を基礎とし、インテリジェント交通安全機器と鉄道交通安全機器を主な開発方向とし、インターネット＋交通
安全インテリジェント製品システムを開発する。

✓ 公共安全：恵与などの有力企業を基礎とし、セキュリティサービスと情報技術産業の融合と発展を主な発展方向とし、セキュリティサービスとインターネット技術
の融合を推進し、情報技術を核としたセキュリティサービスの発展を強化する。

✓ 災害救助分野：山推機械、コマツ（山東）工程機械有限公司、山東英特力。 鉱山安全分野：浩珂鉱業、捷馬鉱山、科大機電。
✓ 交通安全分野：科力光電、広安電子、レーザー研究所。

済寧ハイテク産業開発区国家安全産業園区

⚫ 同産業園区の基本情報を以下に示す。

出所）中国の公開情報 (h t tp s : / /www.doc88 .com/p -78261843879015 .h tml）をもとに作成
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３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）山推工程机械股分有限公司HP（ht tps : / /www.shantu i . com/produc t /wa - jue - j i .h tm）

①山東省 「済寧ハイテク産業開発区国家安全産業園区」の概要

山推工程机械股分有限公司

1980年に設立された山推工程机械股分有限公司は、土木機
械、道路・締固め機械、コンクリート機械、掘削機、ローダーなど一
連の主力製品および主要部品の開発・生産・販売を行う中国大
手企業で、世界の建設機械メーカートップ50、中国の製造業トッ
プ500に名を連ねている。
山推機械は、常に科学技術の革新を通じて、持続可能な発展を
実現してきた。 主力製品であるブルドーザーとその関連分野では、
大きなブレークスルーを果たした。
まず、インテリジェント＋インターネットの研究開発・製造モデルを構
築し、オープンな情報ネットワークと技術研究開発システムを形成
している。
第二に、生産規模が大きく、世界最大のブルドーザー組立ラインが
建設され、省エネ・環境保護技術が広く採用され、中国建機業界
のグリーンファクトリーとなっていることである。
第三に、デジタル技術と知能化技術を新製品の導入と付属品の
技術革新に統合し、超高馬力ブルドーザー、中国初の無人ブル
ドーザー、世界初のガス式ブルドーザーなど、優れた製品と最新の
技術成果を発表している。

SEシリーズ油圧ショベルの交通、建築及び災害救助分野への
応用

同社が生産しているSEシリーズ油圧ショベルはパワーが強く、操作
しやすい、メンテナンスしやすいなどの特徴を持ち、災害救助現場
で多く使用されている。また、同設備は安全ロック装置を標準装
備し、パイロットセーフティハンドルを「ロック」位置にすると、走行、
回転、作業機、ドーザーを含むすべての制御がロックされる。 この
場合のみエンジンの始動が可能となり、機械自身の操作安全性
を確保できる。

概要 スマート保安技術活用状況



Copyright © Mitsubishi Research Institute 121

３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）済寧科力光電産業有限公司HP（ht tp : / /www.sdke l i . com/）

①山東省 「済寧ハイテク産業開発区国家安全産業園区」の概要

済寧科力光電産業有限公司

済寧科力光電産業有限公司は山東科学研究院の子会社で、
光学、機械、電気統合技術の研究開発を専門とし、光電安全保
護装置技術では中国をリードしている。 同社は産業機械と電気
系統の感電装置（光電保護装置）標準化国家技術委員会の
リーダー企業であり、光電保護装置の現行国家標準GB4584-
2007、GB/T19436.1、GB/T19436.2の原案を作成した。
同社の代表的な製品は、光電保護装置（セーフティライトカーテ
ン、セーフティグレーティング）、LIDAR、セーフティカーペット、セーフ
ティリレーモジュール、曲げ機用レーザー保護装置で、主に鍛造機
械、オートメーション、物流・貯蔵、鉄道輸送の分野で身の安全を
守るために使用されている。 同社の製品は、国家安全生産監督
管理総局から労働安全科学技術成果の優れた推進プロジェクト
としてリストアップされている。

セーフティライトエンコーダ KS06M型の活用状況

セーフティエンコーダKS06M型は、個人の安全保護用に設計され
ており、高い安全性、小さな外観、死角のなさ、高い検出精度
（最大14mm、指保護可）を特徴としている。 KS06M型は、
3m、6m、9mの距離別に用意されており、実際の危険区域に
応じて適切なスケールを選択することができる。産業分野のほか、
高速鉄道、地下鉄などの交通安全分野でも多く応用されている。

概要 スマート保安技術活用状況
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②安徽省 「合肥ハイテク区国家安全産業園区」の概要

３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

✓ 第11次5カ年計画以来、当区は急速な発展に伴い、経済的指標は急成長している。
✓ 2007年、当区は「千億高新区」というビジョンを描いた。これは、3年から5年かけて同開発区の工業総生産高を1000億元へ伸ばすという目標を目指す。
✓ 2018年、当区には300社以上の安全産業関連企業があり、年生産高は450億人民元にのぼる。

✓ 当区は「先導企業-大型プロジェクト-産業チェーン-産業クラスター-産業基地」という路線で発展し、恵まれた地理的条件を生かして急速に発展している。
✓ 長年の育成と発展を経て、交通安全産業、鉱山安全産業、消防安全産業、情報セキュリティ産業、電力安全産業クラスターの五大産業クラスターの基本形

ができた。

✓ 中国電子技術集団公司第38研究院、新華三集団を中心に200以上の情報安全企業が集まっている。
✓ 中国電子技術集団公司第38研究院、新華三集団、工大高科、量子通信、科大立安、三聯交通、四創電子、科大智能、中興ソフト、皖通科技など

合肥ハイテク区国家安全産業園区

経済効果、社会的効果・地域振興効果

重点的発展分野

主要企業

⚫ 同産業園区の基本情報を以下に示す。

出所）中国の公開情報（ht tps : / /www.doc88.com/p -9993925258022 .h tml? r=1 ）をもとに作成
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合肥Visionox科技有限公司の消防施設設計・建設実績

合肥Visionox科技有限公司の第6世代有機発光ディスプレイデ
バイス生産工場は合肥市ハイテク開発区で建設された。 この工場
の消防監視システムの建設は、広い敷地、高密度、巨大なパイプ
ライン、複雑なプロセスフローなどの特徴と困難に直面している。 施
工過程では、合肥科大立安社は自社開発の情報化技術を活用
し、消防監視施設とシステムの設計、施工効率及び工程品質を
向上させ、合肥市優秀消防プロジェクト賞を受賞した。

３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）合肥科大立安安全技術有限責任公司HP（ht tps : / /mp .we ix in .qq .com/s/VXda js7 - - fhHL0 lLPo6 -Ew）

②安徽省 「合肥ハイテク区国家安全産業園区」の主要企業概要

合肥科大立安安全技術有限責任公司

合肥科大立安安全技術有限責任公司は、1999年に設立され、
北京辰安科技股分有限公司の100%子会社です。 清華大学
公共安全研究所と清華大学合肥公共安全研究所の研究成果
を頼りに、インテリジェント防火、火災リスク評価と消防サービス、火
災安全検出と早期警報、消防技術・設備、緊急救助技術・設
備、公共監視技術・設備の研究と製造を行い、中国で特殊場所
の消防に総合的なソリューションを提供できる数少ない企業の一つ
である。
同社は国家ハイテク企業であり、国家建設部発行の消防施設工
程専門請負一級資格、消防施設工程設計甲級資格、安徽省
消防総隊発行の消防技術サービス事業者安全評価一級資格、
消防施設保守点検一級資格を持つ。
同社は3000件以上の実績を持ち、ユーザーに消防関連コンサル
ティング、評価、設計、製品、ソリューション、施工、メンテナンスなど、
消防対策のすべての側面をカバーする専門的で総合的なサービス
を提供できる。

概要 スマート保安技術活用状況
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３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）新華三集団 (H3C)HP（ht tps : / /www.h3c .com/cn/d_202012/1362373_473305_0 .h tm ）

②安徽省 「合肥ハイテク区国家安全産業園区」の主要企業概要

新華三集団(H3C)

新華三集団は、デジタルソリューションのリーダーとして、お客様のビ
ジネス革新とデジタル変革のための信頼できるパートナーになること
に努力する。 新華三は、中国清華大学紫光グループの中核企
業として、チップ、コンピューティング、ストレージ、ネットワーク、5G、
セキュリティ、端末などデジタルインフラ全般の能力を持ち、クラウド
コンピューティング、ビッグデータ、人工知能、産業インターネット、情
報セキュリティ、スマート接続、エッジコンピューティングなどのデジタル
ソリューションと、エンドツーエンド技術サービスをワンストップで提供
している。 同時に、新華三は、中国におけるHPE®サーバー、スト
レージ、テクノロジーサービスの独占的プロバイダーでもある。

クラウドコンピューティング、産業インターネット技術をベースにす
る産業保安ソリューションの活用

同社は長期的な製品開発とデータセキュリティの経験を頼りに、産
業保安監視、産業保安など、多次元で生産シナリオに対応した
一連の生産情報安全製品とソリューションを設計し、従来のデータ
通信レベルの新華三消防安全技術と統合して、ネットワーク全体
およびプロセス全体の産業保安システムを実現した。同製品およ
びソリューションはすでに河北省の冀中能源集団など多くの大手国
営企業に応用されている。

概要 スマート保安技術活用状況
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③江蘇省 「徐州国家安全科技産業園」の概要

３．２．地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

当区の強固な産業発展基盤と優れた科学技術革新能力により、2013年に国家工業情報化部および元国家安全監督管理局から国家安全産業モデル園区
第1号に認定。

✓ 鉱山安全：同園区におけるセキュリティ産業の原点であり、中国鉱業大学の強力な支援を受けて、主導的地位を固めている。
✓ 危険化学品安全：近年危険化学品安全事故の多発と市場の需要に伴い、南京理工大学の支援を頼りに、危険化学品安全産業の総合的な集積を推進
✓ 建築消防安全：消防分野は、安全生産と災害防止・救急救助の両面で、徐工消防、微普など業界をリードする企業の支援を受け、この分野の優位性を

高めている。また、 建築安全業界の安全状況は深刻で、市場の需要も大きく、この分野には韬盛科技などの基幹企業を同園区に誘致した。
✓ 公共安全：中星微、中国軟件国際などのビッグデータサービスプラットフォーム企業を同園区に誘致し、スマートシティ建設に伴う公共安全産業の発展を総合

的に打ち出している。
✓ 交通安全：新たに拡大した安全産業分野であり、交通安全インフラや自動車のアクティブ・パッシブセーフティ機器に焦点を当て都市交通の安全性を確保する。

✓ 当区には現在、安全産業関連企業が200社以上あり、そのうち設備製造業が150社以上、安全技術・サービス業が約50社となっている。※さまざまな情報
伝達・処理技術により、現実の鉱山や関連する現象を可視化、デジタル化し、インテリジェントに感知・管理する。

✓ 主な企業：徐工機械、韬盛科技、五洋科技、新奥能源安全、中軟科技 等

徐州国家安全科技産業園区

経済効果、社会的効果・地域振興効果

重点的発展分野

主要企業

⚫ 同産業園区の基本情報を以下に示す。

出所）中国の公開情報（ht tp : / /xg jx .xcmg .com/about /q i -ye - j i e - shao .h tm、ht tp : / /www.ch ina tosun .cn/ ）をもとに作成
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３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）徐工集団工程機械有限公司HP（ht tps : / /www.xcmg.com/produc t / so lu t i on/so lu -de ta i l -806877 .h tm）

徐工集団工程機械有限公司

徐州工程機械集団有限公司に所属する建設機械分野での大
手会社である。 建設機械メーカーの中でも最も多様で充実した製
品群を持ち、中国国内の業界標準の開発・設定者でもあり、業
界トップの製品革新能力と中国国内で最も充実した部品製造シ
ステムを有している。 製品は、建設用クレーン、土木機械、転圧
機械、道路機械、コンクリート製造機械、消防用機械及びその他
建設機械で多様であり、このうちトラッククレーンとハイリフトジェット
消防車は中国国内で最大のシェアを誇っている。 同時に、グロー
バルな販売網を持ち、中国国内では最大級の建設機械輸出企
業でもある。 同社は、2019年現在、764件の新規特許、234
件の発明特許を取得し、3つの国際規格と195の国家規格および
業界規格の策定に参画している。 2018年、同社は新世代のX-
MESシステムプラットフォームを構築し、クレーン業界では世界初の
スマート製造生産ラインを作り上げた。

エアリアルリフト消防車の産業消防への活用

同社は専門的で完全な高空消防と救助のソリューションを世界中
のユーザーに提供している。 エアリアルリフト消防車の販売で長年
にわたり消防業界をリードしてきた。
エアリアルリフト消防車は、多機能型、従来型、コンパクト型に分
類され、 鉱山、油田、工場などの産業用中高層建築や救助活
動などに幅広く使用されている。

概要 スマート保安技術活用状況

③江蘇省 「徐州国家安全科技産業園」の主要企業概要
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３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）北京韬盛科技発展有限公司HP（ht tp : / / ch ina tosun .cn/p roduc t /21 .h tml ）

北京韬盛科技発展有限公司

北京韬盛科技発展有限公司は2007年1月に設立され、本社は
北京通州開発区にあり、総資産は約2億人民元である。 同社は、
インテリジェントハイエンド建設機械、インテリジェント建設ロボット技
術の研究開発、国家ハイテク企業のセキュリティ技術のアプリケー
ションに焦点を当てている。 今まで「北京市ハイテク成果転換プロ
ジェクト」や「北京市企業技術センター」など、80以上の賞を受賞
している。 同社は高層ビルと超高層ビルの成型設備技術の研
究と応用に力を入れ、超高層ビルの一体化昇降作業台、付属昇
降足場、一体化昇降作業台、電気油圧式登攀型枠システム、イ
ンテリジェント全体ジャッキ作業台などの製品シリーズを次々と開発
した。 2020年現在、48件の発明・実用新案の特許を取得した。
また、自社関連技術基準は国家基準である「レンタル型枠足場メ
ンテナンス技術仕様」（GB50829-2013）、業界基準である
「建築工事用工具型足場安全技術仕様」（JGJ202-2010）、
「独立支持アプリケーション技術仕様」（CFSA/T04:2016）及
び中国建設協会規格「付属昇降足場及び同期制御システムの
適用に関する技術仕様」に編入された。

電気油圧式登攀型枠システムの建築安全分野への活用

北京韬盛科技が開発した同製品は主に高層ビルや超高層ビルの
建設に使用され、「同期制御ができない、液圧油が漏れる、墜落
防止対策が不完全」など、類似製品の問題点を解決した。 その
シンプルな構造、簡単なインストールと解体、インテリジェントな電
気制御、機械化された墜落防止の設定及び強力なコストパ
フォーマンスは特徴である。
上記製品シリーズは広州イーストタワー（532m）、天津117タ
ワー（597m）、武漢グリーンランドセンター（636m）、天津長
泰福中心（530m）、北京CITICタワー（528m）など、数多
くの高層・超高層建築の建設プロジェクトに採用された実績を持つ。

概要 スマート保安技術活用状況

③江蘇省 「徐州国家安全科技産業園」の主要企業概要
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④陝西省 「西安高新区安全科技産業園区」の概要

３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

西安ハイテク開発区安全科技産業園区

✓ 当区は鉱山安全、火災安全、交通安全、電力安全を主軸に、情報セキュリティ、有害化学物質安全、都市公共安全などを補足する特殊安全産業園区に
発展していた。なお、2019年の安全産業分野の売上は600億人民元を超えた。

✓ 西安国家ハイテク産業開発区の一部を構成する西安ソフトウェアパークは1999年に中国科学技術部より「国家重点計画ソフトウェア産業基地」に認定され、
2001年に国家計画委員会、前情報産業部より「国家ソフトウェア産業基地」の認定を受け、2003年に国家発展と改革委員会、前情報産業部、商務部
より4つの「国家ソフトウェア輸出基地」の内の1つに認定された。そして、西安市は2006年に商務部より「国家サービスアウトソーシング基地都市」の認定を受
けた。

✓ 当区は「安全発展、グリーン発展」の理念の下、下記重点開発分野において、企業の科学技術革新を加速し、核心的な重要技術を突破し、積極的に重要
な実証プロジェクトを作り、安全技術成果の転換と産業化を加速し、産業の最適化と高度化を追求している。

✓ 重点発展分野：鉱山安全分野、消防安全分野、交通安全分野、電力安全分野

✓ 現在、当区には安全産業分野の企業が1350社あり、 そのうち、鉱山安全分野176社、火災安全分野243社、交通安全分野148社、電力安全分野
297社、その他の安全分野486社がある。
• 鉱山安全分野：陝西石炭化工集団、西安石炭研究院
• 消防安全分野：西安勝賽尔、西安航天動力、西安新竹
• 交通安全分野：陕西法士特、西安正昌電子、航天恒星
• 電力安全分野：中国西電集団、西安特変電工、西安爱科賽博、西安神電

✓ その他研究機関
重点実験室、企業技術センター、産業技術センター合計217か所

経済効果、社会的効果・地域振興効果

主要企業

重点的発展分野

⚫ 同産業園区の基本情報を以下に示す。

出所）中国の公開情報（ ht tps : / / spc . j s t .go . jp /coope rat i on/ indus t r y_ f inance /data2 /pro f i l e1 /pro f_26 .h tml ）をもとに作成
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３．２ 地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）陝西石炭化工集団有限責任公司HP（ht tp : / /www.shcc ig . com/produc t ）

陝西石炭化工集団有限責任公司

陝西石炭化工集団有限責任公司は2004年に設立された陝西
省の大型エネルギー・化学企業である。 現在、「炭鉱、石炭化学
工業、石炭火力発電、鉄鋼製錬、機械製造、建設、鉄道投資、
科学技術、金融」などの産業分野に参与し、関連多角的に補
完・協調発展している。 60以上の完全所有会社、持株会社、4
つの上場会社を持ち、12万人以上の従業員を有している。
同社は「革新、安全、高効率、グリーン、調和」という発展理念を
堅持し、インテリジェント炭鉱、現場作業の自動化、固定設備の
運行無人化、情報化運営管理を急速に推進している。 2019年、
同社の鉱山生産システムの97％が遠隔操作または自動点検され
るようになった。
2021年現在、同社の7つのインテリジェント実証鉱山はすべて陝

西省インテリジェント炭鉱建設プロジェクトの合格認定を受け、イン
テリジェント炭鉱建設の指標は全国で最先端を走っている。同社
は2022年末までに、70％以上の炭鉱が「インテリジェント炭鉱」に
なり、すべての炭鉱の採掘面がインテリジェント化されることを目指し
ている。

インテリジェント炭鉱建設用スマート鉱山管理システムの活用

同社は国家戦略目標である「カーボンピーク、カーボンニュートラ
ル」を重視し、さまざまな業界のユーザーに高品質でグリーン、安全、
信頼性、効率性の高いスマートエネルギーサービスを提供している。
傘下の陝西石炭工業新能源科技有限公司は、スマート鉱山プ
ラント、スマート貯蔵・物流、スマートカーボンニュートラル事業
チェーンの構築に注力し、エネルギー管理プラットフォーム、カーボン
ニュートラルクラウドサービスプラットフォーム、産業安全クラウドなど
10以上のソフトウェアプラットフォームを開発し、陝西省内外の多く
の炭鉱に採用されている。

概要 スマート保安技術活用状況

④陝西省 「西安高新区安全科技産業園区」の主要企業概要
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３．２．地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）西安正昌電子有限公司HP（ht tp : / /www.xazc . com/ l i b rary /deta i l . php? id=19 ）

西安正昌電子有限公司

西安正昌電子有限公司は、陝西省法士特集団公司の持株子
会社で、自動車用アクティブセーフティ製品の研究開発、生産、販
売、サービスに従事するハイテク企業である。 同社は1997年に設
立され、登録資本金は4,000万人民元である。
同社は「高品質、高技術、多様な自動車電子製品とサービスを
社会に還元する」を目的に、自動車電子技術の最前線を目指し
て10年以上の研究開発への継続的な投資の後、20以上の国家
発明特許及び実用新案特許を取得し、数十種類の製品を開発
して市場に投入し、国内商用車アクティブセーフティの分野で、高
い市場認知度と顧客満足度を得ている。
同社の製品は現在、トラック、バス、トレーラー、建設機械車両など、
自動車分野をカバーしている。 製品の優れた性能と信頼できる品
質により、陝西重型汽車有限公司、中国第一汽車集団公司、
CIMC車両（集団）有限公司などの国内有名な自動車メーカー
や車軸工場の主要製品サプライヤーになっている。

トラックのABSシステムの産業保安への活用

西安正昌電子が開発したABS（Anti-lock braking 
system）は、トラック制動時の車速を監視・制御する電子制御
システムです。 その主な機能は、過剰なブレーキ力による車輪の
ロックを防ぐことです（特に粘着係数の低い道路）。これにより、フ
ルブレーキ時でも横方向の粘着力が有効に活用され、走行安定
性と車両のステアリング制御、およびメイントレーラーブレーキの規
制の有効性を確保することができます。 ABSは、従来のブレーキ
システムを通じて働き、トラックのアクティブセーフティを向上させる。

概要 スマート保安技術活用状況

④陝西省 「西安高新区安全科技産業園区」の主要企業概要
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⑤広東省 「広東・香港・マカオ グレーターベイエリア（南海）スマート安全産業園区」概要

３．２．地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

✓ 当区には、南海区公共安全技術研究所や安全産業共同革新センターなど多くのプラットフォームが建設されている。 2018年11月には、国家工業情報化部
および国家応急管理部から「国家安全産業モデル園区」として認定された。

✓ 現在、南海区の安全産業の規模は175億人民元を超え、区の工業総生産高の2.5％以上を占めており、2025年には生産高が600億人民元に達し、年
平均成長率約16.65％を達成すると予測される。当区には安全産業関連企業が多数存在し、安全製品製造業の占める割合は約70％以上と比較的高く、
生産高は約122.5億人民元である。

✓ ロボット製造用特殊安全用品、車両用特殊安全用品、情報セキュリティ、セキュリティサービスなどの分野で産業基盤を有している。
✓ スマート保安に導かれ、スマート製造、ビッグデータ、産業用インターネット、サービス産業と組み合わされ、下記の6つの重点分野の開発に注力する。応用技術

の研究開発、機器製造、科学技術サービス、製品テスト、人材育成などの事業に注力し、研究開発、製品、統合、エンジニアリング、サービスを一体化したス
マート保安産業チェーンを形成して行く。

✓ 重点発展分野：スマート保安、都市保安予防・管理機器、セキュリティサービス、新型安全材料、情報安全、交通安全

✓ 当区には、華南精密製造技術研究開発院、イノベーションセンター等のイノベーション施設が設けられている。進出したハイテク企業は47社で、販売收入が１
億元を超える企業は42社である。

✓ 主な企業：宏乾電子（顔認証セキュリティ技術）、世寰智能（民用ドローン技術）、首戎北斗(モノのインターネット応用技術)、天澤騰龍（産業用イン
ターネット技術）、浦斯電子（都市保安技術）等。

広東・香港・マカオ グレーターベイエリア（南海）スマート安全産業園区

経済効果、社会的効果・地域振興効果

重点的発展分野

主要企業

⚫ 同産業園区の基本情報を以下に示す。

出所）中国の公開情報（ ht tps: / / spc . j s t .go . jp /coope rat i on/ indus t r y_ f inance/data2/pro f i l e1 /pro f_26 .h tml ）をもとに作成
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３．２．地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）佛山世寰智能科技有限公司HP（ht tp : / /www.who le -smar t . com/so lu t i on .aspx?TypeId=145&FId=t25:145:25 ）

佛山世寰智能科技有限公司

佛山世寰智能科技有限公司は2014年に設立され、通信技術
プラットフォームとUAVプラットフォームを基盤とした総合アプリケー
ションソリューションプロバイダーとして、公共保安、緊急救助、環境
保護などの政府部門に専門サービスを提供している。 同社の製
品・ソリューションには、以下のものがある。
特殊通信機器、産業用UAV飛行プラットフォーム、飛行制御シス
テム、オプトエレクトロニクスポッドなどのUAVオプトエレクトロニクス
ロードシステム、UAVプラットフォームをベースとしたインテリジェントコ
マンド＆ディスパッチプラットフォーム、UAVプラットフォームをベースと
した3D実世界モデリングおよび多次元データアプリケーションディス
プレイプラットフォームなど。
同社は完全な技術サポートシステムと専門的なプロジェクト管理仕
様を持つ国家レベルハイテク企業であり、中国科学院（電子研究
所、ソフトウェア研究所、瀋陽自動化研究所などの下部機関を含
む）、華南理工大学、西北理工大学、中北大学などの研究機
関・大学と戦略的パートナーシップを構築している。 現在では、独
自のUAV関連特許技術を形成し、長寿命、高負荷、耐風性、
高安定性などの異なるアプリケーション要件を満たすUAV本体、飛
行制御システム用UAVに基づく総合ビジネスシステム、3D GISに
基づく総合管理プラットフォームを開発・設計している。

無人機による建設現場の監視プラットフォームの産業保安への
活用

佛山世寰智能科技有限公司が開発した同システムはインテリジェ
ント解析、モデル解析、3D実景などのコア技術を組み合わせ、人
員、車両、現場、施設などの各種データ収集装置で取得したデー
タのインテリジェント解析と早期警戒を行い、1枚の地図で3D実
景の管理を実現した。 すなわち、インテリジェントな建設現場とド
ローンを組み合わせ、地上と上空を統合的に監視するシステムで
ある。現在、多くの工場建設現場に活用されている。

概要 スマート保安技術活用状況

⑤広東省 「広東・香港・マカオ グレーターベイエリア（南海）スマート安全産業園区」の

主要企業概要
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３．２．地方政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務、主要なプラント関連企業概要

出所）佛山市浦斯電子有限公司HP（ht tp : / /p rosurge .cn/ ）

佛山市浦斯電子有限公司

佛山市浦斯電子有限公司は2006年に佛山市南海区に設立さ
れ、雷保護技術、製品および関連する試験装置の独立した研究、
開発および生産に専念し、2012年に広東省のハイテク企業として
認定された。 現在では、世界的に競争力のある雷保護技術企業
となっている。
同社の主な製品は、低電圧ACおよびDC電源の雷保護とサージ
保護、データネットワークや標準インターフェースの雷保護とサージ保
護、通信や無線トランシーバシステム、等電位接続、雷と接地イン
テリジェント監視、雷保護製品のテスト機器と高性能雷保護コアコ
ンポーネントが含まれている。 電力、郵便、通信、鉄道、建設、石
油化学、新エネルギーなどの産業や分野で幅広く使用されている。
当社の製品は、北米、南米、西ヨーロッパ、オーストラリア、東南ア
ジアなどの国や地域に販売しており、GE（General Electric）、
EATON（Eaton）、ABB、Schneider、Emersonなど、多くの
多国籍電気会社と深い協力関係を構築してきた。 現在、世界
60以上の国と地域をカバーする販売網を構築し、海外売上比率
は95％を超え、北米市場で唯一影響力を持つ中国の雷保護ブ
ランドとなっている。

低電圧架空送電線用サージプロテクタの産業保安への活用

佛山市浦斯電子有限公司の同製品シリーズは電気系統（低
圧架空線など）の端末機器やケーブルのサージ過電圧保護用で、
低圧トランスのブッシングと入力端の間のどの位置にも設置可能で
ある。架空送電線の保護に使用すると、雷の過電圧による端子
間や線路間の火花放電から線路間の短絡などの電気的危険を
排除することができる。
本製品は熱デカップリング機構を内蔵しており、故障時には自身を
電気系統から切り離すため、サージ防護デバイスの故障による大
地への短絡故障を回避し、優れたサージ防護と故障時の安全性
を提供する。

概要 スマート保安技術活用状況

⑤広東省 「広東・香港・マカオ グレーターベイエリア（南海）スマート安全産業園区」の

主要企業概要
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４．日中スマート保安セミナー







Copyright © Mitsubishi Research Institute 147

５．まとめ
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日中スマート保安セミナー開催に向けた事前調査まとめ(1/3)

５．まとめ

⚫ ２．１．最新施策の動向について

• スマート製造とその一環として工業IoTとつながったセンサーや遠隔監視システムなど最新技術を活用したスマート保安の推進

が施策として打ち出されている。

• 特に“工業IoT＋安全生産”行動計画（2021-2023年）は工業IoTとこれまでの産業保安のデータやノウハウを融合させ

るとしており、注目される動向である。

• スマート保安の推進においても、ベースとなるのは安全意識の高い高度な「保安人材」の育成であり、中国の課題となっている

とともに、日本の優れた産業保安人材の育成ノウハウは中国の政府、企業にとって大きな関心があるものと考えられる。

⚫ ２．２．事故の概要とその対応について

• 中国の最近の産業事故は複数の死傷者を出す比較的大きな事故が毎月発生している。

• 事故の形態としては、爆発、火災、危険化学品の漏出が単独または複合的に発生している。

• 危険化学品の漏出に伴う作業員の中毒、窒息事故も複数発生している。

• 対応としては監督する地方政府が調査報告を行い、経営責任者および現場責任者のへの刑罰や刑事責任追及とともに地

区の同類企業へ安全管理の点検、強化を求めるなど情報提供と指導が行われている。

• 事故発生の原因として、経営者の産業事故に対する認識不足、社内の安全教育、訓練の懈怠による現場作業員の危険に

対する認識不足など、保安知識と安全意識の欠如の人的側面ないし安全文化の欠如が基本にあり、改善が求められる。
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⚫ ３．１．最新施策の動向について中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務

• 中央政府において産業保安を主に担当しているのは、国務院安全生産委員会の傘下で、主に工業化情報化部と応急管理

部が産業保安を担当している。

• 工業情報化部は製造業分野の発展政策を所管し、デジタル、DX化対応やIoT活用によるスマート保安も所管している。

• 一方、国務院再編により新設された応急管理部は国務院安全生産委員会の事務局を担当し、産業（製造業以外）、工

業・貿易・商業分野における安全生産業務も一元管理している。

⚫ ３．２．地方政府の産業保安関連部署の主な所掌業務と安全産業モデル園区（5地域）

• 地方政府においては、工業情報化部と応急管理部の縦割り所轄組織として工業情報化庁（局）と応急管理庁（局）が

あり、地方における産業保安の役割を担当している。

• 国家安全産業モデル基地管理弁法に基づき2013年から設置が始まった「国家級安全産業モデル園区」は、2020年までに

30カ所に拡大しているが、最初に認可された今回の調査対象である済寧、合肥、徐州、西安及び佛山安全産業モデル園区

はその他園区より発展が進んでおり、多くの安全産業関連大手企業の集積地となっている。

• そのうち、特に江蘇省の徐州産業園区と広東省の佛山産業園区は工業情報化部の安全産業分野の重点推進地域であり、

これらの園区に進出している産業保安関連企業は今後の日中産業保安分野交流における対象企業候補になりうる。

日中スマート保安セミナー開催に向けた事前調査まとめ(2/3)

５．まとめ
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⚫ ４．日中スマート保安セミナーの企画オプション及び運営計画検討（3ケース）

• 日中スマート保安セミナーの企画オプション及び運営計画について、日中間の産業保安分野のスマート化に関する互恵的な連

携促進を図ることを目的として、テーマおよびアジェンダの検討を行った。

• 本調査で確認された中国における産業保安の施策面の取組および近年の事故発生状況などにおけるファインディングをもとに、

産業保安政策、保安技術、安全文化の３つの視点で現状整理を行い、①産業保安政策対話、②産業保安技術マッチン

グ、③安全文化醸成の３つテーマのセミナー企画案を提案した。

• これら3案のうち①産業保安政策対話は政策立案に係る両国の中央政府の関心事に係るセミナー、②産業保安技術マッチ

ングと③安全文化共同研究は、プラント企業や安全産業園区の整備等を支援する地方政府など産業保安の現場に近い技

術交流が中心となる。

• ②については、新型コロナ感染症が収束し、現地渡航が可能となった場合のオプションとして、日本企業が中国を訪問しての現

地での産業保安ビジネスマッチング商談会の実施を含めて提案を行った。

日中スマート保安セミナー開催に向けた事前調査まとめ(3/3)

５．まとめ
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⚫ 中国中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担

参考資料
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中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担1/9

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

1 発展改革委員会

1.安全生産を国家経済社会発展計画に組み込み、緊急事態管理システム構築計画および安全生産計画を国家特別計
画に組み込む。 応急管理部と共同で、応急管理部門と鉱山安全検査機関の安全生産を監督・監視する能力を高めるた
めの計画を発表・実施し、安全生産に必要な中央予算投資を検討し、投資計画の実施を監督・検査する。

2.関連する鉱山産業発展計画やマスタープランに適合しない鉱山、産業政策に適合しない鉱山の閉鎖を監督・指導する。

2 教育部

1.教育部門における安全性の監督・管理を担当する。
2.学校教育の内容に安全教育を盛り込み、学校が安全教育活動を行うよう指導する。
3.安全科学・工学および労働衛生関連分野の建設を強化し、鉱業、化学工業の安全生産および労働衛生関連分野の専

門家を育成する。

3 科学技術部

1.安全生産に関する科学技術を科学技術発展計画および中央財政による科学技術計画に取り入れ、実施する。
2.安全生産における主要な科学技術研究、基礎研究、応用研究の組織と指導を担当し、安全生産における科学研究成果

の転換と応用を推進する。
3.安全生産の主要な科学研究プロジェクトへの投資を増やし、企業の安全生産研究開発資金への投資を増やすよう指導す

る。

4 工業情報化部

1.産業界と通信業界の安全生産管理の強化を指導する。 産業界の開発計画、政策・規制、基準・規範などにおいて、安全
生産を統合的に考慮する。 工業化と情報化の深い統合を推進し、企業の本質的な安全レベルを向上させるよう関連業界
を指導する。

2.通信産業における安全生産の監督管理、通信施設の建設、民間航空機・民間船舶の製造に責任を持つ。 安全生産事
故の緊急連絡を指揮・調整する。

3. 民間の爆薬の生産、安全監督および管理の販売を担当する。
4.危険化学物質の製造・貯蔵について、法令に基づく業界計画を担当する。 道路用自動車生産企業および関連製品への

参入許可をを厳格に管理する。
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中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担2/9

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

5 公安部

1.国の道路交通安全管理および道路交通安全管理に関する政策・規則の策定を担当する。 交通事故の防止と処理、道
路交通の安全維持のため、地方公安機関を指導・監督する。 交通安全の広報・教育活動を指導する。

2.民間火薬の購入、輸送、発破作業及び花火の道路輸送と排出において、地方公安機関を指導、監督し、安全監督を実
施する。 また、民間の爆薬の流れを監視する。

3.現地の公安機関が法律に基づいて、猛毒化学品の購入許可証や猛毒化学品の道路運送許可証を発行するように指導・
監督する。 また、危険化学物質を輸送する車両の道路交通安全管理も担当する。

6 民生部

1.民生部門の安全に関する監督・管理を担当する。 関連する民政事業の発展に関する法律案、政策案、計画案、関連部
門の規則や基準を策定する際、安全生産はその中に組み込まれ、その実施に責任を持つ。

2.地域の高齢者サービス機関、児童福祉機関、未成年者救助・保護機関、浮浪者・乞食の救助・管理機関、葬儀機関、
精神衛生福祉機関などの安全管理を指導し、関連安全規則と業界標準を制定し、その実施を監督する。

3.民生部門の安全管理に関する分析を担当する。

7 司法部

1.関係部門が国務院に提出した安全生産に関する法律案と行政法規の審査を担当する。 安全生産に関する重要な法律
案、行政規則案を起草または整理する。

2.安全生産に関する現地法規、現地政府の法規、国務院の部門法規の登録審査に責任を持つ。
3.安全生産に関する行政規制の解釈に関する具体的な業務に責任を持つこと。 安全生産案件の行政による再審査につい

て、国務院の裁定を受けるための申請を行う。 全国の安全生産行政の見直し業務を指導・監督する。

8 財政部

1.労働安全を支援する健全な金融・税制政策と、安全生産投資保証の仕組みを改善すると同時に、安全生産リスクの予防
と管理、主要な安全ハザードの管理および監督・監視の能力構築のための支援を強化する。

2.安全生産監督と法執行のための資金調達メカニズムを改善するよう地方政府を指導する。 また、安全生産監督と法執行に
係る資金を同地方政府の財政保障範囲に組み入れる。

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務
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中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担3/9

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

9
人事・社会保障
部

1.関係行政機関及び機関の職員の研修学習計画に安全生産法令及び安全生産に関する知識を盛り込み、その実施を組
織すること。 労働安全の実績を、行政機関・団体の職員の賞罰・評価の重要な部分として捉える。

2.労働災害保険に関する方針、計画、基準を策定する。
3.安全生産分野における各種専門技術者・熟練者の計画、訓練、継続教育、評価、賞罰に関する方針の策定と実施におい

て、関連部門と協力し、支援を行う。

10 自然資源部

1.重大な越境探鉱、無許可探鉱・採掘、越境採掘などの違法・不法行為を調査・処理し、鉱物資源開発の秩序を維持する
責任がある。

2.鉱業許可のない鉱山、鉱業許可が取り消された越境採掘、資源の枯渇により閉鎖・撤退すべき鉱山の閉鎖を監督・指導す
る責任を有する。

3.鉱物資源開発の管理を担当し、鉱物資源計画の準備と実施を組織する。
4.海洋資源の保護と利用を監督・管理する。 海上緊急救助に参加し、海上漁業生産と安全事故の調査・処理に参加する。
5.海洋早期警戒監視、災害防止、リスク評価、隠れた危険の調査・管理、警報・公報の発出を行う。

11 生態環境部

1.原子力・放射線安全に関する監督・管理を担当する。 関連する政策、計画、基準を策定し、原子力安全業務の調整機
構に関する業務を主導し、原子力事故の緊急対応に参加し、放射線環境事故の緊急対応に責任を持つ。 全国の放射性
廃棄物の安全監督・管理、放射性物質輸送における原子力・放射線安全の監督・管理を担当する。

2.有害化学物質等の廃棄物の収集・保管・処分について、法令に基づき安全性を監督・管理し、人身事故・物損事故を防
止する。 危険化学物質の製造・安全事故に関する環境汚染・生態系被害の調査、事故現場での緊急環境モニタリングな
どを担当する。

3.安全生産事故の二次的な環境汚染やその他の関連する環境緊急事態の緊急対応、警告、処理を実施するために地方政
府を指導、調整する。

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務
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中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担4/9

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

12
住宅都市農村開
発部

1.法律に基づいて、全国の建設プロジェクトの安全生産を監督管理する（ただし、国務院の規定する責任分担により、鉄道、
交通、水利、民間航空、電力、通信などの専門建設プロジェクトは除く）。 建設業の安全に関する方針、規則、規制の策
定とその実施の監督、建設業の安全に関する違反の調査および対処を法律に基づいて行うことを担当する。

2.農村部の住宅建設、農村の住宅安全、危険な家屋の改築を指導する。 地方のパイプライン式天然ガスプロジェクトの品質と
運用の安全性を指導する。

3. 都市の公共事業の建設、安全、緊急管理、都市の水供給、ガス、熱、自治体施設、ガーデニング、都市環境管理、都市
計画地域の緑化、都市下水処理施設とパイプネットワークと他の安全操作の監督と管理を指導する。 また、都市の地下と鉄
道輸送の計画と建設における安全監督と管理を指導し、都市の地下空間の開発と利用の安全に関する監督と管理を指導
する。

4.建築工事、建築施工、建築装飾・改修、測量・設計、工事監理、不動産開発、不動産サービス、住宅請負・解体などの不
動産業における安全に関する監督・管理を担当する。

13 交通運輸部

1.高速道路、水路産業の安全生産と緊急管理を指導する。 高速道路と水路業界の安全生産政策、計画、緊急事態計画
の策定と実施を監督し、関連する安全生産と緊急事態処理システムの構築を指導し、高速道路と水路の重大な緊急事態
の処理の組織と調整を行う。

2.水上輸送の安全に関する監督・管理を担当する。 水上交通管制、船舶および関連水域施設の検査、登録および汚染防
止、航行保護、救助およびサルベージ、通信および航行、船舶保安などを担当し、港湾施設の保安を指導する。 危険物水
上輸送の安全に関する監督・管理を担当する。 中央管理水域の水上交通安全事故を担当し、地方の水上交通安全監
督管理業務を指導する。

3.道路交通の管理を担当する。 輸送ルート、運行車両、ハブ、輸送ヤード、駅の管理を指導し、自動車訓練機関の管理、運
転手の訓練を担当し、公共バス、都市地下鉄と鉄道輸送業務、タクシー、レンタカーなどの安全監督と管理を指導する。

4. 危険物の道路・水路輸送の許可、輸送手段の安全管理、実務者の資格認定を指導する。

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務
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中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担5/9

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

14 水利部

1.水利業界の安全の仕事を担当し、水利プロジェクトの品質と安全監督の組織と実施、貯水池、水力発電ダム、農村水力発
電所とその支持電力網の安全監督と管理の組織と指導を行う。

2.水利建設における安全生産の監督管理を組織し、実施し、水利建設における重大事故に対する政策、制度、技術基準、
緊急計画を作成し、規定に基づいてその実施を監督する。

3.宜賓以下の長江本流の砂の採掘活動の統一管理、監督、検査を組織、調整、指導する責任を負う。
4.三峡プロジェクトの運営、南北分水嶺プロジェクトの運営及び後続プロジェクトの建設に関する政策と措置の実施を整理・調

整し、プロジェクトの安全な運営を指導・監督する。
5.水利事業の貯水安全性の検定と検収を行い、大河川の堤防、重要な貯水池、重要な水門の点検と危険回避を指導する。
6. 水利業界の安全生産に関する統計分析を担当する。

15 商務部

1.関係部門と協力して、貿易商業サービス業（飲食、宿泊を含む）の安全生産管理に良い仕事をし、オークション、展示会、
自動車流通、中古品流通、精油流通業界の安全生産を関連規定に基づいて管理し、リサイクル業界の安全生産を指導す
る。

2、関連部門と連携して、外商投資協力企業の国内法人を指導監督し、海外投資協力プロジェクトの安全生産を強化する。
3.関連部門と協力し、貿易・流通企業の安全生産法令違反の調査・対処を行う。

16 文化観光部

1.安全生産政策に関連する文化市場と観光産業の発展、安全生産の監督と管理を実装するために文化市場と観光産業に
関する法律に従って責任の範囲内で、文化と観光の安全の監督と管理を担当する。

2.責任範囲内において、インターネット接続サービス事業所、興行場、文化芸術事業活動において、安全生産に関する関連
法規の履行を法律に基づいて監督・検査する。

3.国家関連部門と連携して、観光安全総合管理を実施し、関連部門と協力して、観光旅客輸送の安全管理を強化する。
また、旅行代理店企業の安全業務に対する現地監督・検査を指導する。

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務



Copyright © Mitsubishi Research Institute 157

中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担6/9

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

17 衛生健康委員会

1.労働衛生および放射線衛生に関する監督および管理を担当する。 労働衛生および放射線衛生監督に関する規則の起草、
および国家労働衛生基準の策定の整理を担当する。

2.労働者の労働衛生の監督と検査を担当し、使用者による職業病の予防と管理に関する国内の法律、規則、基準の実施状
況を法律に従って監督する。

3.安全生産事故の医療・健康救助活動を指導し、重大な安全生産事故に対する緊急医療救助を実行する。

18 応急管理部

1.安全生産ガイドラインとポリシーを策定し、国家安全生産計画の作成を組織する。 安全生産に関する法律・規則の草案作
成、安全生産に関する国内作業を指導・調整する。

2.労働安全の包括的な監督と管理、法律、指導と調整、国務院の関連部門と地方政府の仕事の安全性に応じて労働安全
の国家包括的監督と管理の行使のための責任を負う。

3.工商部門の安全生産監督管理を担当し、工商生産・運営部門の安全生産法規の実施とその安全生産条件、関連設備、
材料、労働保護物資の安全生産管理を監督・検査する。 工業・貿易部門の中央企業の安全生産の監督・管理を担当す
る。 また、海洋石油生産の安全性に関する包括的な監督・管理を行う。

4.危険化学品の安全生産の総合的な管理を担当し、花火と爆竹の生産と運営の監督と管理を担当する。
5.全国の消防業務を監督・管理し、地方の消防監督、火災予防、消火業務を指揮する。
6.関連業界の安全生産法規、標準を整備し、その実施を監督し、関連業界の企業の標準的な安全生産、安全予防管理シ

ステムの構築を指導監督する。
7.全国の安全生産検査と特別検査、特別是正などの業務を整理・調整し、法律に従って安全生産事故の調査・処理を整

理・指導し、事故調査・処罰と説明責任の遂行を監督する。
8.緊急計画システムの構築を指導し、事故・災害の段階的対応システムを確立・改善し、安全生産事故に対する国家緊急

計画および安全生産特別緊急計画の作成を組織し、その訓練を組織・実施する。
9.各地方の関連部門に対し、安全生産関連突発事件の対応策を指導する。また、安全生産突発事件の緊急救助作業の

調整、指導を行う。さらに、全国の安全生産緊急救援体制を構築する。
10. 危険化学品、花火、金属製錬等の製造・操業部門における主担当者及び安全生産管理者の知識・管理能力の評価を

指導・監督する。
11.国務院安全生産委員会の日常業務と国務院安全生産委員会事務局の主な業務を引き受ける。

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務
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中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担7/9

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

19
国務院国有資産
委員会

1.国有資産の融資者の責任に基づき、中央企業が国家の安全生産政策と関連法規、基準などを実施するよう指導監督し、
中央企業が安全生産管理を強化するよう指導監督する責任を負う。

2.中央企業が安全生産主管者の責任と企業の安全生産責任制を実施するよう監督する。
3.中央企業の安全生産および緊急事態管理に関する検査・監督に参加または組織する。

20 税関総署

1.税関システムの安全管理、税関の出入国監督と安全運行規範の制定と実施の組織、税関監督と隠れた危険の調査の運
行を担当する。

2.税関リスク管理制度を構築し、実施する。また、税関リスク監視を行う。リスク評価指標システム、リスク監視と早期警告と追
跡システム、リスク管理の予防と制御メカニズムを確立する。

3.花火の輸出入、危険化学品の輸出入およびその包装に関する検査の実施を担当する。 危険物包装容器の輸出を担当し、
性能試験と用途の特定を実施する。 輸入固形廃棄物などの税関管理を引き受ける。

21
市場監督管理総
局

1.地方市場監督部門が法律に基づいて、事前安全認可事項に関わる市場主体登録を厳格に処理するよう指導する。
2.関連部門と協力して、商品取引市場の安全検査を強化し、市場主催者が法律に基づいて安全管理を強化することを推進

する。
3.特殊機器の安全性、特殊機器の安全監督、監督の仕事の包括的な管理の監督と管理を担当する。 特殊機器カタログ、

安全技術仕様書を作成する。 特殊機器の製造（設計・製造・据付・改造・修理を含む）、運用、使用、検査・試験、輸
出入の監督・検査を行う。

4.労働安全を保証する製品の安全性、安全生産に影響を与える製品の品質に関する監督・管理を担当する。 危険化学物
質およびその包装・容器（危険化学物質を貯蔵する大型固定式貯蔵タンクを除く）の製造業者に対する工業製品製造許
可証の管理、および花火の品質監督の実施を担当する。

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務
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中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担8/9

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

22
中国銀行保険監
督管理委員会

1.安全生産責任保険の監督管理に関する業務を行い、関連部門と協力し、安全生産責任保険の健全な発展を促進する。
関連部門と協力し、保険機関による安全生産責任保険の引き受け、リスク評価への参加、事故防止に関する業務を監督・
管理する。

2.保険業界が積極的に安全生産責任保険を推進し、商品とサービスを絶えず最適化し、安全生産に対する保険保護を提供
するよう指導する。

23 エネルギー局

1.エネルギー開発戦略、計画、政策の実施、石炭、石油、天然ガス、電力、新・再生可能エネルギー、石油精製、石炭系燃
料、燃料エタノールなどのエネルギー源に関する産業政策と関連基準の策定を整理すること。 安全な生産に資する政策・施
策を策定・実施し、エネルギー産業が安全な生産の管理を強化するよう指導・監督を行う。

2.エネルギー中央財政建設資金の投資手配をまとめ、提案し、所定の権限により国家計画と年度計画規模のエネルギー投資
プロジェクトを承認、監査し、建設プロジェクトの管理手続きに「三同時」安全設備を取り入れることを担当する。

3.原子力の管理に責任を持ち、規則に従って原子力発電所の原子力事故の緊急事態管理に参加する。
4.電力安全生産、信頼性管理、電力緊急作業、電力運用安全の開発、電力建設プロジェクトの建設安全、プロジェクト品

質安全監督管理方法と組織と実装の監督を担当する。 水力発電用ダムの安全監督・管理を担当する。
5.国家石油ガスパイプライン保護作業を担当し、国家パイプライン発展計画の準備と実施を組織し、国家パイプライン発展計

画と他の特別計画とのインターフェースを調整し、省、自治区、中央政府直轄市にわたるパイプライン保護の主要問題を調整
する責任を有する。

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務
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中央政府における「国務院安全生産委員会」の構成メンバーと主な役割分担9/9

出所）国务院安全生产委员会关于印发《国务院安全生产委员会成员单位安全生产工作任务分工》的通知 （安委〔2020 〕10号）

（ht tp : / /www.gov .cn/zhengce /zhengceku/2021 -01/08/content_5578230 .h tm ）

NO. 構成メンバー 主な役割分担

24
家国防科学工業
局

1.兵器と装備の研究と生産の安全生産の監督と管理、指導と調整、軍事産業に関わる安全生産作業の監督と検査を担当
する。

2.軍需産業システムの安全生産政策、基準、規範を制定し、その実施を整理し、軍需産業システムの安全生産の標準化シ
ステムの構築を指導、推進する。

3.原子力産業（原子力を除く）の安全管理に関する業務を行い、国家原子力事故緊急事態管理を主導し、国家核物質
管理および核セキュリティ業務を担当する。

25 鉱山安全監督局

1.鉱山安全生産（地質探査を含む、以下同じ）に関して政策、計画、基準を策定し、関連法規を起草し、部門規則を起
草し、その実施を監督する。

2.国家鉱山安全監督に責任を持つ。 鉱山の安全監督における地方公共団体の業務を監督・検査する。 鉱山の安全に関す
る抜き打ち検査と点検を組織的に実施し、発見された重大な事故災害については現場で処理する。

3.鉱山安全監督業務を指導すること。 鉱山安全へのアクセス、監督と執行、リスクの等級付けと管理、隠れた事故の調査と治
療に関する政策と措置の策定と実施を監督し、地方鉱山安全監督管理部門に執行計画の作成と改善を指導し、地方鉱
山安全監督執行能力のレベルを向上させる。 法律に基づいて、石炭鉱業企業の安全生産法規の実施を監督・検査し、石
炭鉱業企業の生産、設備、施設の安全条件を監督・執行する。

4. 鉱山の安全生産に関する緊急計画の作成に参加し、炭鉱事故に対する緊急救助活動の調整を指導・組織し、非炭鉱事
故に対する緊急救助活動に参加する。 石炭鉱山の安全生産事故および非石炭鉱山の特に重大な安全生産事故の調
査・処理を組織または参加し、事故調査・処理の実施を監督すること。 鉱山安全生産情報および事故の統計分析・公表を
担当する。

備考：上記のほか、国家農業農村部、国家放送総局、国家体育総局、中国気象局、国家食糧備蓄局、国家林野局、国家鉄道局、中国民用航
空局、国家郵政局、国家文化財管理局、中華全国総工会及び中国国鉄集団有限公司も国務院安全生産委員会の構成メンバーである。

A．中央政府における産業保安関連部署の組織図及び各部署の主な所掌業務
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二次利用未承諾リスト（1/2）

補記

報告書の題名 令和３年度石油・ガス供給等に係る保安対策調査等事業（産業保安のスマート化に関する海外動向調査等事業）報告書
委託事業名 令和３年度石油・ガス供給等に係る保安対策調査等事業（産業保安のスマート化に関する海外動向調査等事業）
受注事業者名 株式会社三菱総合研究所

頁 タイトル、内容等

12 2030年のエネルギー市場環境（現状把握）

13 2030年のエネルギー市場環境（現状把握）

14 2030年のエネルギー市場環境（現状把握・エネルギー市場予測）

15 2050年のエネルギー市場環境（エネルギー市場予測）

16 2050年のエネルギー市場環境（エネルギー市場予測）

17 2050年のエネルギー市場環境（エネルギー市場予測）

18 2050年のエネルギー市場環境（エネルギー市場予測）

19 2030年、2050年の石油精製、石油化学市場予測

21 脱炭素の動向を踏まえた2050年の産業軸の変化予想

26 未来のプラントの姿の仮説

29 2050年の事業・業界構造の姿

101 2021年のプラント関連事故の事例調査

102 2021年のプラント関連事故の事例調査

103 2021年のプラント関連事故の事例調査

104 2021年のプラント関連事故の事例調査

105 2021年のプラント関連事故の事例調査

106 2021年のプラント関連事故の事例調査

120 山推工程机械股分有限公司

121 済寧科力光電産業有限公司

125 合肥科大立安安全技術有限責任公司

126 新華三集団(H3C)
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二次利用未承諾リスト（2/2）

補記

報告書の題名 令和３年度石油・ガス供給等に係る保安対策調査等事業（産業保安のスマート化に関する海外動向調査等事業）報告書
委託事業名 令和３年度石油・ガス供給等に係る保安対策調査等事業（産業保安のスマート化に関する海外動向調査等事業）
受注事業者名 株式会社三菱総合研究所

頁 タイトル、内容等

130 徐工集団工程機械有限公司

131 北京韬盛科技発展有限公司

135 陝西石炭化工集団有限責任公司

136 西安正昌電子有限公司

140 佛山世寰智能科技有限公司

141 佛山市浦斯電子有限公司






